
生存圏学際萌芽研究センター

1．活動の概要

　生存圏学際萌芽研究センターは、生存研の4つのミッション（環境計測・地球再生、太陽エネルギー変

換・利用、宇宙環境・利用、循環型資源・材料開発）に関わる萌芽・学際的な研究を発掘・推進し、中核

研究部および開放型研究推進部と密接に連携して、新たな研究領域の開拓を目指すことを目的として設置

された。そのために、所内教員のほか、ミッション専攻研究員、学内研究担当教員、学外研究協力者と共

同で生存圏学際新領域の展開に努めてきた。生存圏研究所は、平成22年度から共同利用・共同研究拠点

研究所として、従来から実施してきた施設・大型装置およびデータベースの共同利用に加えて、プロジェ

クト型の共同研究を推進する。このため、生存圏学際萌芽研究センターが共同研究拠点として機能するた

めの組織変更を平成21年度に実施した。また、組織変更と合わせて、従来学内あるいは所内に限定して

いた研究助成の応募対象者を学外研究者まで拡大する変革を行った。さらに、生存圏研究所に特徴的なプ

ロジェクト型共同研究を支援・推進するため、フラッグシップ共同研究を立ち上げた。

　平成22年度は6名のミッション専攻研究員を公募によって採用し、萌芽ミッションの研究推進を図る

べく、生存圏科学の新しい領域を切り開く研究に取り組んだ。

　また、所内のスタッフだけではカバーできない領域を補うために、22年度は理学研究科、工学研究科、

農学研究科を含む19部局、計61名に学内研究担当教員を委嘱した。

　平成21年度からは、共同利用・共同研究拠点化に向けて、従来ミッション代表者が所内研究者に配分し

た研究費を、学外研究者を含む公募型研究「生存圏ミッション研究」に変更し、平成22年度は、20件を採

択・実施した。また、従来学内に限定した「萌芽ミッションプロジェクト」を学外まで拡大し、40歳以下

の若手研究者を対象とする公募プロジェクト「生存圏科学萌芽研究」に改革した。平成22年度は16件を

採択・実施した。さらに、平成21年度に生存研に特徴的なプロジェクト型共同研究を支援するため、「生

存圏フラッグシップ共同研究」を立ち上げ、公募により3件を採択した。従来、中核研究部を中心とした

一部の共同研究プロジェクトは、所内研究費の配分が無いなどの理由により外部から認識されにくい場合

があったが、研究所を代表するプロジェクト型共同研究としての地位を賦与することにより、共同研究拠

点活動の」環としての可視化を図るものである。現在進めている「生存圏フラッグシップ共同研究」は、

以下の3件である。

　1）熱帯産業林の持続的生産利用に関する多角総合的共同研究

　2）バイオナノマテリアル共同研究

　3）バイオマス・物質変換のためのマイクロ波高度利用共同研究

　さらに、バイオマス由来物質、大気質および電磁場の生体影響などに関する学際萌芽的課題と、健康な

木質居住環境の構築に焦点を当て、人の健康と安心・安全に資する独創的な研究を展開する　“生存圏科学

における新領域開拓”プロジェクトを立ち上げ、ミッション専攻研究員、国内外の共同研究者とともに研

究を開始した。

　また、共同研究集会として生存圏シンポジウムや定例オープンセミナーを開催し、生存圏が包摂する4

圏の相互理解と協力を促し、これに基づく生存圏にかかわる学際的な萌芽・融合研究について新たなミッ

ション研究を創生・推進することに努めている。今年度は、28件の生存圏シンポジウムを主催・共催し参

加者の総数は1379名を数えている。オープンセミナーについては、所員やミッション専攻研究員だけでな

く所外の様々な領域の研究者を囲み学生達とも一緒になって自由に意見交換を行い、より広い生存圏科学

の展開に向けて相互の理解と研鎖を深めるとともに、新しい研究ミッションの開拓に取り組んだ。
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　センター運営会議およびセンター会議を開催し、センターやミッション活動の円滑な運営と推進を図る

ための協議を定例的に行った。

1．1センター運営会議委員

　　　　林　知行（独立行政法人　森林総合研究所）

　　　　荻野灘樹（名古屋大学太陽地球環境研究所）

　　　　廣岡俊彦（九州大学　大学院理学研究院）

　　　　小原隆博（宇宙航空研究開発機構研究開発本部）

　　　　窪寺　茂（建築装飾技術史研究所）

　　　　青柳秀紀（筑波大学　大学院生命環境科学研究科）

　　　　巽　大輔（九州大学　大学院農学研究院）

　　　　センター長（矢野浩之）、副所長（渡辺隆司）、

　　　　開放型研究推進部長（塩谷雅人）、ミッション推進委員会委員長（塩谷雅人）、

　　　　ミッション代表　矢崎　史、篠原真毅、山川　宏、小松幸平

1．2センター構成員

・センター長（矢野浩之（兼任））

・所内教員　（学際萌芽研究分野：篠原真毅・吉村剛・橋口浩之・本田与一・畑俊充

　　　　　　　国際共同研究分野：山川宏、全国共同研究分野：今井友也（いずれも兼任））

・ミッション専攻研究員（Md．Mahabubur　Rahman、疋島充、肥塚崇男、王　悦、中谷誠、西村裕志）

・学内研究担当教員（兼任）

・学外研究協力者

1．3ミッション専攻研究員の公募

　生存圏研究所では、ミッション専攻研究員を配置している。ミッション専攻研究員とは、研究所の学際

萌芽研究センターあるいは開放型研究推進部に所属し、生存圏科学の創成を目指した4つのミッション（環

境計測・地球再生、太陽エネルギー変換・利用、宇宙環境・利用、循環型資源・材料開発）に係わる萌芽・

融合的な研究プロジェクトに専念する若手研究者で、公募によって選任している。

2．本年度の実績

2．1ミッション専攻研究員の研究概要

　　　氏名、（共同研究者）、プロジェクト題目、研究内容

疋島　充　（大村善治）1地球磁気圏放射線帯における高エネルギー粒子ダイナミクスの解明

　半世紀近く前から、地上から地球磁気圏へ向けた人工波動放射の実験結果として、トリガード放射と呼

ばれる波動が多く観測されている。だが、宇宙空間においてどのような過程を経てトリガード放射が生成

されるかは詳しく分かっていない。そこで本研究では、大規模プラズマシミュレーションを用いることに

よりトリガード放射の生成に取り組んだ。シミュレーションモデルは磁気赤道面付近において、磁力線に

沿ったユ次元のモデルを想定した。人工波動を取り入れるために単一周波数の波動を磁気赤道面から注入

し、磁力線に沿って高緯度領域へ伝搬させた。注入波動は共鳴を介して、粒子の非線形的なトラップを生

じさせ共鳴電流を生み出す。この共鳴電流が新たに波動を励起する。シミュレーション研究により、磁気

圏で生じるトリガ』ド波動の生成過程を詳細な時間変化で確認することが可能となった。また、トリガー

ド放射は非線形トラップにより、粒子の加速および減速を生じさせることを確認した。この結果は波動を

介した磁気圏での粒子フラックスの増加・減少に結ひっく重要な証拠となる。
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　　　　図1：（左）人工波動の放射実験によって観測されたトリガード放射、および

　　　　　　　（右）シミュレーションによって再現されたトリガード放射。

西村裕志　（渡辺隆司）：バイオマス系生理活性有機分子に関する研究

　地球温暖化などによる環境変動、グローバル化による人・動物・物の移動によりウイルスをはじめとし

た感染症のリスクが高まっている。本研究では、未利用バイオマスから薬効成分・生理活性物質を生産し、

人の健康や安全な生活に貢献するという新しい研究領域を開拓することを目指し、多様な構造の天然物の

分析と抗ウイルス浄性評価を行うことを目的とした。木酢液や竹酢液に代表される木質バイオマスの熱分

解物は、植物由来の天然物とその分解過程で生じる多様な化合物群を含み、薬効成分・生理活性物質とし

て、人の健康増進や安全な生活の維持に寄与する可能性を秘めている。本研究では、製法が明確で認証評

価を受けた代表的な広葉樹、針葉樹由来の木酢液および竹酢液について、GC／MS等による成分分析および化

学的性質に基づいた分画を行い、これまでにほとんど知見がない木酢液、竹酢液の抗ウイルス活性および

消毒効果について評価することを目的とした。特に昨年来、日本、韓国をはじめアジア各国で猛威をふる

ってきた口蹄疫ウイルスの消毒薬を未利用バイオマスから生産することを視野に入れて、同科のピコルナ

科ウイルスに対する抗ウイルス活性評価を、ヒトやマウスの培養細胞およびマウスを用いた動物実験によ

り検討した。本研究の概要と研究体制を図1に示す。

　　　　　　　　　　京六生得度珊究所

口踊層

　　　　書棚酬胞②失恋，

図1：本研究の概要と研究体制（京大生存圏研究所、ウイルス研究所、秋田県立大木材高度加工研究所など

　　　との共同研究）。構造変換された未利用バイオマスから生理活性物質など有効成分を得ることで人の

　　健康・安全への貢献を目指す。
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培養細胞を用いて細胞毒性、抗ウイルス活性評価を行った結果、蒸留木竹酢液処理細胞の生存率に若干の

効果が認められた。」方、木竹酢液中の酢酸、ホルムアルデヒド、フェノール類などの成分分析（GC／MS）を

行った結果、酢酸、ホルムアルデヒド含有量と細胞毒性、抗ウイルス性に直接の相関は見られなかった。

このことから、木竹酢液中の酢酸、ホルムアルデヒド以外の成分が寄与している可能性が考えられる。ま

た赤外線サーモグラフィーを用いたマウスによる動物試験、分画木竹酢液での抗ウイルス活性の検討を打

つだ。

中谷誠（小松幸平）1ラクスクリューボルトの傾斜埋め込み接合の開発

　既往の研究成果より、大型のネジ型接合具であるラクスクリューボルト（以下、LSB）による木質ラーメ

ン構造が提案されている。現行の接合方法は、部材に対して直交方向もしくは平行方向にLSBを埋め込む。

これまでの研究により、柱と梁の接合部において部材の寸法や接合部の構成によりLSBによって囲まれた

柱材でせん断破壊を引き起こすこと、そしてLSBの引き抜き破壊が先行して生じる場合に脆性的な破壊と

なることが報告されている。そこで本研究では、LSBが接合部でクロス状になるように柱材に傾斜を付けて

埋め込むことで、柱材のせん断補強効果とLSBの引き抜け変形能力の向上を期待する新たな接合形式『ラ

クスクリューボルトの傾斜埋め込み接合』を提案した。柱に梁が片方だけ接合されたL型接合部、そして

両側に梁が接合された十字型接合部について提案する接合方法の性能評価実験を行った。その結果、十字

型試験体では従来型が柱材のせん断破壊を生じたのに対し、提案型ではLSBの社へのめり込みと斜め引き

抜き破壊による補強効果が認められた。また回転剛性は50％に低下したが、最大モーメントが55％、エネ

ルギー吸収量が7．6倍向上した。L型試験体でも従来型に比べ変形性能が向上した。

傾斜埋め込み接合法
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肥塚崇男　（矢崎一史）：植物揮発性化合物を利用した環境変動予測と環境ストレス耐性植物の開発

植物が作り出す揮発性化合物は、周りの生態系に対する情報化学物質、直接防御物質としての機能が知

られている。本研究では、植物が持つ有用揮発性成分の生合成遺伝子を単離し、それら遺伝子を分子ツー

ルとして利用した環境ストレス耐性植物の作出を目指している。GC－MS分析により、日本特有の常緑樹であ

るシキミ（〃〃㎜∂〃∫∂枷、シキミ科）が生産する多様なフェニルプロペン類の揮発性成分組成を明ら

かにした。そこで、成分分析に用いたシキミからフェニルプロペンの1つであるオイゲノールのブレニル
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化、メチレンジオキシ環形成に関与する候補酵素遺伝子を取得した。現在、異種発現系による組換え酵素

の解析ならびに形質転換植物の作出を行っている。

Md．Mahabubur　Rahman（T◎shiaki　Umezawa）：lmprovement◎f　wood　characteristics　of　tropical！o∂c后by

molecular　breedlng

　As　the趾st　step　tow趾ds　the　improvement　of　wood　chamcteristics　ofλ硯幽〃㎜ク〃㎜andλ脇幽

αa醐倣ψaby　mo1ec1」ユar　breeding，we　have　estab1ished　the　e舶。1ent　m1cropropagat1on　system　and　the

genet1c　trans危rmatIon　and　regenerat1on　systems　Thus，we　have　estab1ished　1）mass　p1ant1ets

propagation　technique他r　bothλω幽species血。m　nodal　segments，2）micropropagation　ofplantlets

regenerated　缶。m　phy11ode　segments　ofλ　αa醐ωψ∂by　somat1c　embryogenesIs　and　3）

4弾。加。加㎡u〃・me砒ated　genetic　trans此rmation　system　ofλω幽α＝鎚曲岬θwith　the　inte距ation　of

6－g1uc㎜＝onidase（GUS）repo此er　gene．The　esta1〕1ished　procedures　i11　the　present　investigation　can　be

used　as　too1s　h　the　genetic　improvement　oftheseλ硯曲species．

Fig．1．Micropropagadon　of1．mmg励肌A．Multip16
pI℃1i危㎜ted5hoots，B．Acclimatized　p1ant16ts． Fig．2．Mi㎝opropagadonofノ。c舳螂た”μA．Multip1e

proli危ra屹d　shoots，B，Acc1ima缶zed　p止㎜tlets．
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S◎m銚。　embツ◎窮n鵠1s◎納6帽ss給a仰を W帥Sg帥i納蝸Sε鵬仰W伽一hθ
　　i械eg胞舶n◎肥us鯛爬

王　　悦　（杉山淳司）＝木材の液体浸透機構の解明による中国産低質材の改質技術の確立

　本年度の研究では、我々は以下の4点を着目し、実験を行った。1）有縁壁孔の力学的性質の相違；2）

閉そく壁孔壁の破壊に対する横圧縮処理の有効性；3）抽出処理法による浸透性の相違；4）樹種特性。

具体的には、針葉樹4樹種を用いて、横圧縮処理や抽出処理を施し、閉そく壁孔のトールス、マルゴにお

ける破壊、変形、堆積物の除去などの違いを調べ、壁孔壁の性質の樹種特性を明らかにするとともに、処

理による浸透促進効果にどのように影響するかを論じた。その結果、閉そく壁孔の微細構造と力学的性質

の相関性が認められ、横圧縮の浸透促進効果には樹種特性が存在することを明らかにした。また、アルベ

ン抽出処理は、浸透性に負の影響を及ぼす可能性については、さらに研究を進める必要がある。

図1：各処理における壁孔壁の形態
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2．2平成22年度生存圏学際明牙研究センター学内研究担当教員

部局名 職名 氏名 研究課題

文学研究科・文学部 准教授 伊勢田哲治 環境科学1こおける科学知とローカル知の協同

教授 余田成男 赤道域大気変動と物質輸送1こ関する数値実験的研究

教授 柴田一成 太陽活動現象

教授 里村雄彦 赤道域降水変動に関する観測的及び数値実験的研究

理学研究科・理学部 教授 鍵山恒臣 火山からの火山ガス放出の遠隔測定の研究

教授 一本　潔 太陽活動と宇宙天気

教授 嶺重　慎 宇宙プラズマ現象

教授 長田哲也 宇宙空間ダストの赤外線観測

教授 永田雅人 回転系対流パターンの非線形安定性解析1こよる大気圏流れの解明

工学研究科・工学部 マイクロ波エネルギー供給1こ関連したSiCパワーデバイスの応用に

教授 引原隆±
関する研究

教授 太田誠一 熱帯林の土壌生態

教授 東　順一 未利用生物資源の有効利用1こよる資源循環的社会の構築

教授 谷　　誠 森林利用の水資源に及ぼす影響

教授 井上国世 リグナン類の酵素機能調節1＝関する研究

教授 木村恒久 セルロースの機能化1こ関する研究

農学研究科・農学都

准教授 藤井義久 木材の生物劣化の非破壊診断技術開発

准教授 山内龍男 木材パルプ繊維のリサイクル使用に関する研究

准教授 高部圭司 木質バイオマスの基本構造と多面的利用1こ関する研究

講師 坂本正弘 タケ資源の有効利用

助教 小杉緑子 森林・大気間1こおける熱・水・C02交換過程

人問・環境学研究科一

教授 内本喜晴 リチウムイオン二次電池および燃料電池材料の開発

総合人問学部

教授 坂　志朗 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究

エネルギー科学研究科 准教授 河本晴雄 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究

助教 陳　友晴 鉱山開発1こよる周辺生存圏の変化1こ関する研究

教授 荒木　茂 熱帯強風化土壌1こおける作物栽培の地域問比較

アジア・アフリカ地域研究研究科 教授 小杉　泰 イスラーム世界にお1ナる生存基盤論

教授 池野　旬 地域経済圏の形成1こ関する、アジア・アフリカの比較研究

教授 佐藤　亨 大気レーダーイメージング技術の開発

教授 酒井徹朗 循環型社会における流域情報システム

教授 守屋和幸 繁殖雌牛を利用した小規模放牧管理技術

情報学研究科 准教授 荒井修亮 バイオロギングによる水圏生物の生態解明

准教授 小山里奈 陸上生態系の物質循環における植物の役割の評価

助教 三田村啓理 バイオロギング1＝よる水圏生物の生態解明

特定助教 奥山隼一 バィォロギングによる水圏生物の生態解明
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准教授 市岡孝朗 森林生態系における生物間相互作用に関する研究
地球環境学堂

准教授 須崎純一 マイクロ波リモートセンシングによる農地の水資源モニタリング

化学研究所 教授 中村正治 化学資源活用型の有機合成化学の開拓

教授 長崎百伸 先進核融合エネルギー生成

エネルギー理工学研究所 教授 片平正人 NMR法を用いた木質バイオマスの活用の研究

准教授 佐111尚 光合成型エネルギー変換

教授 費　　馨 生存圏諸過程1＝おける防災技術政策1こ関する研究

教　授 千木良雅弘 地圏・水圏インターフェースでの岩石風化現象の解明

教授 中北英一 大気レーダーの水文学への応用に関する研究

教授 石111裕彦 境界層レーダーによる境界層観測とその気象防災への応用

防災研究所 教授 釜井俊孝 都市圏における地盤災害

r伝染病1こ対する気象、気候要素インパクト」rスマトラアカシア林上
准教授 林　泰一

の乱流輸送過程の研究」

准教授 福岡　浩 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究

助教 王　功輝 森林圏1こおける土砂災害・土砂環境の研究

原子炉実験所 准教授 茶竹俊行 中性子・X線による蛋白質・核酸の立体構造の研究

教授 松林公蔵 医学からみた人問の生存圏

教授 水野廣祐 東南アジア1こおける持続的経済社会とエントロピー

東南アジア研究所 教授 藤田幸一 熱帯アジアの水資源利用・管理1こ関する研究

教授 河野泰之 東南アジアの生活・生業空間の動態

准教授 甲山治 泥炭湿地における大規模植林が周辺環境に与える影響評価

教授 中島　浩 生存圏に関する計算実験への計算機科学的アプローチ
学術情報メディアセンター

准教授 岩下武史 生存圏に関する計算実験への計算機科学的アプローチ

生態学研究センター 准教授 陀安一郎 集水域の同位体生態学

准教授 柳澤雅之 生態環境資源の地域住民による禾1」用と管理に関する研究

地域研究統合情報センター

助教 星川圭介 人問の自然環境への適応形態と生存基盤の変化に関する研究

教授 柴田昌三 竹資源の有効活用の促進
フィールド科学教育研究センター

助教 坂野上なお 木造住宅生産システムと木質材料の供給に関する研究

アフリカ地域研究資料センター 教授 重田眞義 アフリカ1＝おける在来有用植物資源の持続的禾1」用

2．3平成22年度生存圏科学明牙研究プロジェクトー覧

氏名（五十音順） 研究プロジェクト題目 共同研究者 関連部局

1

　　阿部賢太郎

i京都大学次世代開拓研究

?jット・特定助教）

古くて新しい紙の超高強度化に関

ｷる研究

矢野浩之

~村研二
京都大学次世代開拓研究ユニット

2

　　有村源一郎

i京都大学理学研究科・

@　　准教授）

揮発性物質が媒介する植物間情

�lットワークのメカニズム

矢崎一史

ｺ井　敦
京都大学理学研究科
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大村善治

浅井　歩 磯部洋明 京都大学宇宙総合学研究ユニット
深宇宙探査機への宇宙天気アラ

3 （京都大学宇宙総合学研究 塩田大幸 理化学研究所
一トの研究

ユニットー特定助教） 石井貴子 京都大学理学研究科

羽田裕子

矢野浩之

伊福伸介 海洋生物由来の微細繊維rマリン 南　三郎 鳥取大学農学研究科

4 （鳥取大学工学研究科・ ナノファイバー」を配合した機能性 アントニオ・ 鳥取大学工学研究科

講師〕 繊維材料の開発 ノリオ・ナガガイト オーミケンシ（株）

梶田秀樹

林　寛生
上野悟

太陽物理学との連携1こよる超高層 磯部洋明
5 （京都大学理学研究科・ 京都大学宇宙総合学研究ユニット

大気変動現象の研究 浅井　歩
助教）

新堀淳樹

糎間中幸 マイクロ波エネルギー選択捕集能
渡辺隆司

6 （国立米子工業高等専門 をもつイオン液体の合成と木質バ 国立米子工業高等専門学校
吉岡康一

学校・助教） イオリファイテリーへの展開

木質バイオマス利用の新展開
肥塚崇男

一形質転換1こよる木質バイオマス
7 （京都大学生存圏研究所・ 鈴木史朗

の効率的な改質と有用物質生産
ミッション専攻研究員）

■

成行泰裕 宇宙空間1こおける人体・衛星保護 小嶋浩嗣

臼井英之
神戸大学システム情報学研究科

8 （高知工業高等専門学校・ のための磁気シールド開発1こ関
高知工業高等専門学校電気工学科

助教） する基礎研究 永野優一

西岡未知 プラズマバブルの出現特性の理 橋口浩之
名古屋大学太陽地球環境研究所

9 （名古屋大学太陽地球環境 解に向けた全球的な地上GPS受 大塚雄一
京都大学理学研究科

研究所・研究機関研究員） 信機データベースの構築 斉藤昭則

西宮耕栄
木質バイオマス燃焼灰からの新規 北海道立総合研究機構森林研究本

10 （北海道立総合研究機構 畑俊充
BDF触媒の開発とその評価 部

森林研究本部・研究主任〕

能木雅也 矢野浩之
銀ナノインクのバイオナノファイバ 鳥取大学工学研究科

11 （大阪大学産業科学研究所・ 伊福伸介
一基板への印刷特性評価 京都大学次世代開拓研究ユニット

助教） 阿部賢太郎

三谷友彦 宇宙太陽発電所の超大規模フェー
田中俊二

12 （京都大学生存圏研究所・ ズドアレーアンテナにおける位相 京都大学工学研究科
蛯原義雄

助教） 最適化問題の研究
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13

　　　山口弘誠

i京都大学生存基盤科学

､究ユニット・特定研究員）

水蒸気量の鉛直分布のデータ同

ｻ1こよる降水予測精度へのインパ

Nト評価

古本淳一

?k英一

京都大学生存基盤科学研究ユニット

椏s大学防災研究所

14

　　　山根悠介

i常葉学園大学教育学部・

@　　　講師）

東南アジア・南アジア域1こおける

蜍C環境診断パラメータを用いた

蜍C環境変動の把握

塩谷雅人

ﾞ　泰一

ﾘ口雅司

京都大学防災研究所

結梠蜉w生産技術研究所

15

　　　山本真之

i京都大学生存圏研究所・

@　　　助教）

大気レーダー・気象レーダーによ

骰~水粒子の粒径分布リトリーバ

去阮@の開発

妻鹿友昭

ｫ立アポロ

ｺ舞豊志

ｼ憲敬

気象研究所

㍾ｪ大学総合理工学部

椏s大学理学研究科

16

　　渡辺文太

i京都大学化学研究所・

@　　助教）

高機能木質材料生産への応用を

ﾚ指したケイ皮酸／モノリクノー

旧o路阻害剤の開発

梅澤俊明

ｽ竹　澗
京都大学化学研究所

生存圏科学明牙研究成果の概要

（1）古くて新しい紙の超高強度化に関する研究

1．研究組織

　代表者氏名＝阿部賢太郎（京都大学次世代開拓研究ユニット）

　共同研究者＝矢野浩之（京都大学生存圏研究所）、梅村研二（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要

　本研究は植物繊維から単離したセルロースナノファイバーから、新しい紙の形態であるセルロースナノ

ペーパーの開発を行った。ナノファイバーから作製する新しい紙の製造方法を検討するとともに、これま

での紙の改質に関する蓄積技術を活用することにより従来の紙の力学性能をはるかに上回る紙を製造した。

　精製した針葉樹木粉をグラインダーで1回処理することにより幅ユ5nm、長さ2－3μm以上のセルロースナ

ノファイバーが得られる。ナノフアイバ』水懸濁液を抄紙後、120℃の熱圧乾燥により基本となるセルロー

スナノペーパーを作製した。本シートの密度は1．5－1．6g／㎝3とセルロースの密度とほぼ同等であることか

ら内部の空隙率はほぼ零に等しく、極めて高い充填構造を有することが示唆される。本シートを引張試験

に供したところ、従来の紙の力学性能を大きく上回り、ヤング率約15GPa程度および引張強度約250MPaと

いう高い一性能を示した。

　また、シートの力学性能は試料となる木粉の粒径により変化することが明らかとなった。小粒径から作

製するナノファイバーのほうが解繊度が高く、シートのヤング率および強度が向上したと考えられる。さ

らに、ナノベーパ』作製後に様々な処理を施すことによって、紙の力学性能を改質した。例えば、アルカ

リ処理による引張伸びの増大やクエン酸水溶液に浸漬した後高温で熱圧することによりヤング率確認され

た。

　セルロースナノペーパーは軽量ながら高強度性を示し、非常に高比強度な材料であると言える。その値

はマグネシウム合金に匹敵することから、セルロースナノペーパーは今後従来の紙の用途を超える幅広い

用途展開が期待される。
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（2）揮発性物質が媒介する植物間情報ネットワークのメカニズム

1．研究組織

　代表者氏名1有村源一郎（京都大学理学研究科）

　共同研究者：矢崎一史（京都大学生存圏研究所）、室井敦（京都大学理学研究科）

2．研究概要

　植物由来の揮発性テルペンは、植物が害虫からの食害を受けた際に大気環境に放出し、周囲の植物は害

虫に対する防御応答を向上させることができる。本研究では植物間の情報伝達の役割を担う揮発性テルペ

ンの生合成遺伝子を恒常的に過剰発現させた組換えタバコを用いて、組換え植物が放出するテルペンが周

囲の植物に与える影響について室内の風洞装置および自然環境に近い遺伝子組換え用ガラス温室内で解析

した。

　植物間の情報伝達の役割を担う揮発性テルペンの生合成遺伝子（リママメ由来のオシメン合成酵素）を

恒常的に過剰発現させた組換えタバコを基軸にした植物間相互作用実験を実施した。風洞装置内で、組換

え植物の風下にリママメおよびトウモロコシを設置し、害虫防除に関わる直接防御（害虫に対する直接抵

抗性）と間接防御（害虫の天敵種の誘因）をタバコ野生株の風下に設置した同栽培種と比べた結果、いず

れの場合も組換え植物の風下の栽培種の害虫に対する抵抗性が高まることがわかった。同様に、生存圏研

究所内の遺伝子組換え植物用ガラス温室内で、組換えタバコの周辺にリママメを設置し、1週間生育させ

た結果、組換えタバコの近傍（30㎝）のリママメは、ハダニの捕食性天敵であるチリカブリダニの誘引効

果が高まることが見出された。これらの結果から、揮発性テルペンを恒常的に放出する組換え植物の周囲

に栽培種を設置することで栽培種を有機的に害虫から防除できる可能性が示唆された。

野生墾箏バ菱

逝笛リママメ

鵜痩え争パ善

近傍りママメ

1歌］墨画暑通毫口：饗口2藩4口旨O饗口1口O
チリ力ブリダニの話苞揮（％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　図1：チリカブリダニの誘引実験

ガラス温室内で組換えタバコおよび野生型タバコの近傍でリママメを1週間生育させた（距離：30㎝および60㎝〕。

近傍リママメにハダニ処理を施し、ハダニの捕食性天敵であるチリカブリダニの誘引効果をY字管アッセイ装置を用い

て解析した。＊1有意差あり；nS：有意差なし。

（3）深宇宙探査機への宇宙天気アラートの研究

1．研究組織

　代表者氏名1浅井　歩（京都大学宇宙総合学研究ユニット）

共同研究者：大村善治（京都大学生存圏研究所）、磯部洋明（京都大学宇宙総合学研究ユニット）、

　　　　　　　塩田大幸（理化学研究所）、石井貴子（京都大学理学研究科）、

　　　　　　　羽田裕子（京都大学理学研究科）
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2．研究概要

　太陽フレアの発生機構及びその人類生存圏への影響を理解・予測するための「宇宙天気予報」研究は世

界中で活発に行われている。ただしこれまでの宇宙天気研究は、地球周辺環境に対して主に行われ、金星

探査機「あかつき」など地球周辺にない「深宇宙探査機」に対してはほとんど行われていない。また、そ

のような探査機への宇宙天気予報システムの構築に必要となる情報の収集も不十分な状況である。私たち

は、太陽を地球公転軌道上の2方向から観測しているSTERE0衛星の特徴を生かし、深宇宙探査機が受ける

電磁放射や加速粒子の定量的な評価、ひいては宇宙天気アラートの実現を目指している。本研究ではその

基礎研究として、太陽活動に伴う様々な擾乱成分の中で衛星・探査機に深刻な影響を与えるものを、極端

紫外線（EUV）太陽全面画像という限定されたデータのみからどこまで予測可能か検証した。

　私たちは、過去のフレアに対してSOHO衛星のEITによるEUV放射量とGOES衛星のX線強度をフレアに

ついて比較し、両者の間に正相関が見られることを確認した。このことから、EUV放射からでも、ある程度

フレアにおけるX線強度を推定することが可能であることを確かめた。次に、活動領域全体のEUV放射量

の変動についても調べ、フレアを活発に引き起こす活動領域の成長を推定できる可能性を示した。

　今後は、引き続きSOHO衛星や地球近傍の観測データを解析することで、フレアやSEPの発生予報に有効

なパラメタを太陽物理学的見地からより」層明らかにする。また、今ある深宇宙探査機に対し、地球から

見えない側で発生する太陽活動の影響をモニターすることで、太陽起因による探査機の不具合を突き止め、

どの程度の擾乱であったかの推定も試みる。

図：2010年2月7日に発生したフレアを、地球側（中央1SOHO衛星で撮影）と

　前面（左：STEREO－A機）／後面（STEREO－B機）のそれぞれから撮影したもの。

（4）海洋生物由来の微細繊維「マリンナノファイバー」を配合した機能性繊維材料の開発

1．研究組織

　代表者氏名　＝伊福伸介（鳥取大学工学研究科）

　共同研究者＝矢野浩之（京都大学生存圏研究所）、南三郎（鳥取大学農学研究科）、

　　　　　　　アントニオ・ノリオ・ナガガイト（鳥取大学工学研究科）、梶田秀樹（オーミケンシ（株））

2．研究概要

　本研究ではカニ殻より単離したキチンナノファイバーを配合した天然繍准を作成した。また、天然繊維

への配合を容易にするために、キチンナノファイバーの表面改質を行し＼一方でキチンナノファイバーの

生体機能も見出した。キチンナノファイバーの潜在性を十分に引き出した、物性と機能に優れる高付加価

値な繊維材料を開発し、世に送り出していく。

3．研究の成果

　　・キチンナノファイバーを配合したレーヨンの作成

　　　溶剤に溶解した天然繍徒にキチンナノファイバーを混合した後、ノズルより再生浴の水溶液に噴出

　　　して紡糸し、キチンナノファイバー配合天然繊維の製造に成功した（図1）。
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図1．マリンナノファイバーを配合天然繊維．（左）ワタ、（中）不織布（二一ドルパンチ）、

　　　（右）不織布（スパンレース）．

・キチンナノファイバーの化学処理

　キチンナノファイバーは酸性の水溶液に対して分散性が高いが、天然繊維の溶剤はアルカリ性であ

　る。よってビスコースに対して均質に分散しにくいことが分かった。この問題の解決のため、ポリ

　アクリル酸をキチンナノファイバーの表面にグラフトしたところ、アルカリ水溶液中で安定に分散

　することが見出された。

・生体機能評価

　キチンナノファイバーの生体への効果・効用を評価した。ヘアレスマウスの皮膚にキチン、キトサ

　ンナノファイバーを塗布した後、皮膚の切片を採取して皮下の組織の経時変化を顕微鏡により観察

　したところ、真皮の厚みおよび皮下のコラーゲンの密度が増大することが見出された。

（5）太陽物理学との連携による超高層大気変動現象の研究

1．研究組織

　代表者氏名：上野悟（京都大学理学研究科）

　共同研究者：林寛生（京都大学生存圏研究所）、磯部洋明（京都大学宇宙総合学研究ユニット）、

　　　　　　　　浅井歩（京都大学宇宙総合学研究ユニット）、新堀淳樹（京都大学生存圏研究所）

2研究概要
　超高層大気における諸現象は、下層大気からのエネルギーや運動量の流入、電離圏・プラズマ圏での電

磁エネルギー輸送・化学反応、磁気圏一電離圏結合等によって引き起こされているが、この研究では、それ

らの中でも太陽からの紫外線照射による電離層の反応・エネルギー輸送と言う点に着目し、太陽紫外線放

射量の変動に対する地磁気目変動Sqの振幅の変動現象に焦点を当てた研究を行なった。このSq振幅変動

を今回超高層大気変動現象の典型例として選択した理由は、最近、Sq振幅の時系列データから太陽電波放

射量F10．7により推定される太陽活動（紫外線放射量）の11年周期変動成分を差し引いた結果、第22太

陽活動周期の終りまではSq振幅は約30年間ずっと増加傾向にあり、これはC02増加による地球温暖化＆

熱圏寒冷化による影響ではないかと指摘する報告が発表されたからである。この現象とその解釈が果たし

て真実であるのか、あるいは別の地球大気固有の原因があるのか、はたまた太陽活動周期成分を見積もる

段階でのデータ解析手法の問題に依る見せかけだけのものなのか、それをはっきりさせることを当研究グ

ループの今年度の第一の課題として、IUGONETメタデータデータベースを利用して収集した長期的・広範な

地磁気データや各種人工衛星による太陽の紫外線2次元画像データ、京大・理・附属天文台保有の可視光

域の太陽彩層2次元画像データなどの解析を通して、Sq振幅変動の振舞いの全貌の把握と超高層大気に直

接影響を与える紫外線放射量の特徴の把握を試みた。その結果、上記30年間に渡るSq振幅増加傾向は、

地球全球的に見た場合、さらにより長期的に見た場合、非一般的なものであり、地球全体のC02増加によ

る影響として説明することは困難であるとの結論に達しつつある。では、果たしてSq振幅の長期変動がC02

一．ノ
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ではなく、太陽紫外線起源なのか、地球大気起源なのか、については、現在もなお明確な結論を得るため

解析を続行中ではあるが、少なくとも暫定的な結論として、これまでの過去の様々な研究で用いられてき

た太陽紫外線量の指標として用いられることが多かったF10．7放射量や黒点相対数では大きな変化が認め

られないような太陽活動の停滞期においても、紫外線放射量自体はより大きく変動している、と言うこと

が原因の一つではないかと言うことが分かってきた。

動～中ε慶麩嫁での苅締変枷 融気赤道」二螂旅⑦Sq締変鰍

デ屋、又於
　　15　上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簡　　10
　呵　　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

泌続象柵鷲
　　15　0　10　　　　　　　　　　8　10

地　　汽就線さ
、’8日r　　　1950196019701980199020002010　Voar　　　1950196019701980199020002010

図1：グローバル・長期的に見た地磁気Sq振幅の

変動の様子。継続的なSq振幅増加現象は、長期的

な増減変動の極一時期を見ているに過ぎない。

前極’え期工蜥年7月， 今種’1期2009年7月，

図2：異なる2つの太陽活動極小期における太陽面上紫

外線輝度分布（1か月平均）。FlO．7放射量や黒点相対数

では数％の違いしか確認できないが、紫外線放射量は十

数％もの違いが認められる。

（6）マイクロ波エネルギー選択捕集能をもつイオン液体の合成と木質バイオリファイナリーへの展開

1．研究組織

　代表者氏名：使間由幸（国立米子工業高等専門学校）

　共同研究者：渡辺隆司（京都大学生存圏研究所）、吉岡康一（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要

　石油や石炭の代替のエネルギー資源として、再生可能であり、唯」の炭素資源とした木質バイオマスが

脚光を浴びている。植物細胞壁は多糖類のセルロース・ヘミセルロースと芳香族性の高分子であるリグニ

ンが含まれている。これらの成分を最大限に利用するためには、環境負荷が小さく効率的なリグニンの分

離が必要である。分解反応によるリグニン除去では、アルカリ条件下や酸性条件下で高温・高圧条件が必

要であり、環境調和型社会に適さない。これらの問題点を

改善するため、リグニンの可溶化およびリグニン分解に適

用可能な環境調和型新規溶剤の開発が必須である。そこで、

近年、環境調和型溶媒として利用されているイオン液体

（以下IL：ionic　liquid）に注目し、マイクロ波エネル

ギー選択捕集能をもつ金属含有の新規ILの合成と、木質

バイオリファイナリーへの展開を目指した。フェロセン

チルトリメチルアンモニウムヨージドを出発物質とし、2

段階収率65％で、鉄原子含有の新規IL（a）を得た。これ

。
Fe　　　　＋

新規IL（a）の化学構造
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を含む系で、種々のバイオマスに対して、マイクロ波照射をおこなった。得られた残澁の酵素糖化をおこ

なったところ、マイクロ波と金属含有ILとの相乗作用による顕著な差は見られなかったが、今後は、単

離リグニンや木材を試料として、マイクロ波照射反応による有意性を見出し、リグニン分解系および酵素

糖化前処理のための金属含有ILを発展

させたい。

（7）木質バイオマス利用の新展開

　　　　一形質転換による木質バイオマスの効率的な改質と有用物質生産一

1．研究組織

　代表者氏名＝肥塚崇男（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者＝鈴木史朗（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要

　近年、新たな化学資源の1っとして木質バイオマスの多糖成分から酵素糖化を経由してバイオ燃料（エ

タノール）を得る取り組みが脚光を浴びている。しかしながら、その過程では多糖を厚く被覆しているリ

グニンが、糖化酵素のアクセシビリティーを低下させているため、高い糖化効率を達成するのは比較的困

難である。しかし、リグニンをある程度低減させた木質バイオマスを生産出来れば、比較的容易に糖化効

率を向上させることが出来るのではないかと考えられる。

　そこで、本研究では、2種類のフェニルプロペン合成酵素遺伝子（伽〃η〃。o〃∂cθけノC〃η曲〃8θ，

αWと万熈ηoノ∫〃肋∂∫θ，万㈲をモデル樹木であるポプラで過剰発現させることによって、リグニン生

合成の直前の前駆体であるコニフェリルアルコールからフェニルプロペンヘと至る代謝経路を新規に導入

し、リグニンヘの代謝フローを生理活性物質であるオイゲノールヘの代謝フローヘリダイレクトさせた形

質転換樹木の作成を目的とした。このようにして得られた形質転換樹木はリグニン含量が低下しているこ

とが予想され、比較的容易に糖化効率を向上させることが出来るのではないかと考えられる。さらに、抗

菌作用など多彩な生理活性を持つオイゲノールが産生されることが期待され、樹木自体の耐病性増強にも

役立つのではないかと期待される。

（8）宇宙空間における人体・衛星保護のための磁気シールド開発に関する基礎研究

1．研究組織

　代表者氏名：成行泰裕（高知工業高等専門学校）

　共同研究者＝小嶋浩嗣（京都大学生存圏研究所）、臼井英之（神戸大学システム情報学研究科）、

　　　　　　　永野優一（高知工業高等専門学校）

2．研究概要

太陽風は高エネルギーの電子や陽子で構成されたプラズマに満たされている。これらのプラズマの中でも

高エネルギーの粒子は宇宙線と呼ばれ、そのエネルギーは最高で108eVにも達することが知られている。

地球に住む我々は、地球の固有磁場と大気によって、有害な宇宙線から守られてきた。　しかし20世紀

中盤以降、人類は大気圏外・地球磁気圏外へと活動の場を広げ、それに伴い宇宙線の脅威に直接さらされ

るようになった。近年、衛星を宇宙線の影響から守るために磁場を使用して防ぐ実験やシミュレーション

研究が行われているが、実験に使用されるモデルやパラメータは現実的な値ではなく、高エネルギー宇

宙線に対する議論はほとんど行われていない。そこで本研究では、有人飛行に向けた磁気シールドの開発

を目的として、数値計算を用いた相対論的な宇宙線に対する磁気シールドの解析を行った。数値解析の結

果、シールド内に侵入する粒子数の最大値は粒子のエネルギーの増加により減少する一方で、侵入粒子数

が最大となるときの磁気モーメントの値はエネルギーの増加に伴い増加することが分かった。本研究で用

いた双極子磁場は、直径4［mlの超伝導コイルに最大127．16［A］の電流が流れた場合に作られる磁場に対応
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しているが、この値は2020年の実行が計画されている磁気セイルの実証衛星の提案（内径直径3，35［m1，起

磁力106［A］）と比較して十分現実的な値であると言える。

（9）プラズマバブルの出現特性の理解に向けた全球的な地上GPS受信機データベースの構築

1．研究組織

　代表者氏名：西岡未知（名古屋大学太陽地球環境研究所）

　共同研究者：橋口浩之（京都大学生存圏研究所）、大塚雄一（名古屋大学太陽地球環境研究所）、

　　　　　　　斉藤昭則（京都大学理学研究科）

2．研究概要

　プラズマバブルの出現率の春／秋非対称性や地域性を詳細に調べるため、赤道域における地上GPS受信機

データを収集し、全電子数絶対値や電離圏擾乱指数などをデータベース化した。その結果、Internationa1

GNSS　Service等によって提供され全球的に分布する地上GPS受信機約3，000点のデータを収集することが

でき、赤道域では300点以上の観測点でのデータをデータベース化することができた。

　地球の上空60kmから1，000kmには、太陽放射によって生成されたプラズマで構成される電離圏と呼

ばれる領域が広がっており、プラズマ不安定性を原因とする多種多様な電離圏プラズマ擾乱が頻発する。

赤道域に特有のプラズマ擾乱であるプラズマバブルは、激しい電離圏シンチレーションを発生させ、衛星

電波障害や通信障害を引き起こす。プラズマバブルの出現には電離圏中性風や電離圏電場、電子密度、電

気伝導度、地球磁場などの電磁気学的要素が複雑に関わっているため、その出現特性は複雑であり、未だ

理解されていない点が多い。近年、全球的に展開されている地上GPS受信機網を用いプラズマバブルをモ

ニタリングすることが可能となった。本研究では、プラズマバブルの出現率の春／秋非対称性や出現特性の

地域性の理解を目的とし、全球的な地上GPS受信機網データベースの構築を行った。
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本研究でデータベース化を進めた地上G　P　S受信機の分布図。

　青丸が地上GPS受信機の位置、赤線は磁気赤道を示す。

　その結果、Internationa1GNSS　ServiceやUNAVCO等の全球的な地上GPS受信機ネットワークに加え、

南アメリカ地域のLow－1atitude　Ionospheric　Network（LISN）やインドネシアのS㎜atranGPSArray（SuGAR）

等のネットワークデータを収集することで、全球で2，991点、緯度30度以下の赤道域で333点の受信機デ

ータをデータベース化することができた。

（10）木質バイオマス燃焼灰からの新規BDF触媒の開発とその評価

1．研究組織

　代表者氏名：西宮耕栄（北海道立総合研究機構森林研究本部）

　共同研究者：畑俊充（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要
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　木質ペレット燃料の利用拡大のため、燃料に使用した後に発生する燃焼灰の高度な利用法として、バイ

オディーゼル燃料（BDF）製造用固体触媒への応用可能性を検討した。まず、成型にバインターレスで成型

可能な通電焼結法を適用し、その成型性を評価した。通電焼結はエス・エス・アロイ（株）製プラズマン2

を用い、成型寸法は、直径10㎜、厚さ2㎜を目標とした。燃焼灰単体では、焼結温度500℃、焼結時間5

分で成型可能であったが、脆く割れやすく、成型性は劣るものであった。燃焼灰とトドマツ木炭を3：1で

混合したものを焼結温度500℃焼結時間15分の条件

で成型した場合の成型性が良好であった。また、木

炭の量を増やしても成型は可能であるが、徐々に脆

くなる傾向が認められた。

　焼灰単体の成型物のX線光電子分光法（XPS）によ

る分析結果から評価した結果、炭素、酸素の他に、

カリウム、ナトリウム、カルシウムのピークが確認

された（図1）。元素分析の結果、特にカリウムを多

く含有していることが確認された。これらアルカリ

成分が残存していることから、木質バイオマス燃焼

灰のBDF製造用固体触媒への応用可能性を見いだした。

　　　　　　　　　0
N。　　　　、
↓ 、厳

＼↓
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図1燃焼灰単体の成型物XPワイドスペクトル

（11）銀ナノインクのバイオナノファイバー基板への印刷特性評価

1．研究組織

　代表者氏名：能木雅也（大阪大学産業科学研究所）

　共同研究者：矢野浩之（京都大学生存圏研究所）、伊福伸介（鳥取大学工学研究科）、

　　　　　　　阿部賢太郎（京都大学次世代開拓研究ユニット）

2．研究概要

　インクジェット印刷は、スクリーン印刷のような版（マスク）が不要であり、被印刷体と非接触印刷が

可能、曲面への印刷体も可能といった特徴をもつ。一方で、その印刷メカニズムから適用可能なインク粘

度は低いものに限られる。そのように低粘度の金属ナノ粒子インクを使って、インクジェット印刷で幅

100um以下の微細な金属配線を作製すると、コーヒーリング効果によって金属配線の断面形状は凹み、得ら

れた金属配線は大きな電気抵抗を示すことが、我々の研究成果によって明らかになった。しかし、そのよ

うな低粘度金属ナノインクをバイオナノファイバー基板ベインクジェット印刷しても、得られた配線は矩

形断面を保っており、その電気抵抗は小さかった。この研究成果は、バイオナノファイバーシートの電子

デバイス用基板への応用に向け、非常に重要な成果である。

インクジェットプリンタ

　　　　　紙基板

　　　　幅175μm

体積抵抗率＝2．8μΩcm

　　図1：左：インクジェットプリンタと銀ナノ粒子インク、中央

抗な銀配線、右　プラスチック基板上に印刷した銀配線

　　ポリイミド基板

　　　　幅：75μm

体積抵抗率：20，0μΩcm

紙基板上に印刷した低電気抵
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（12）宇宙太陽発電所の超大規模フェーズドアレーアンテナ1こおける位相最適化問題の研究

1．研究組織

　代表者氏名：三谷友彦（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者：田中俊二（京都大学工学研究科）、蛯原義雄（京都大学工学研究科）

2、研究概要

　宇宙太陽光発電においてはアンテナ素子を平面上に多数配置したフェーズドアレイアンテナにより無線

電力伝送を行うことが最有力視されている。フェーズドアレイアンテナでは、各アンテナ素子に移相器を

挿入し、励振位相を能動的に制御することでビームパタン（各アンテナ素子から放射される電界の合成に

より決まる）を変化させることができる。ただし宇宙太陽光発電では、移相器を挿入することによる電力

損失が発生する。その電力損失は移相の段数により決まるため、励振位相をきめ細かく変化させるとそれ

だけ電力損失も大きくなってしまう。そこで本研究では、電力損失を考慮したフェーズドアレイアンテナ

におけるマイクロ波無線電力伝送の送電電力最大化を目的とする。研究目的を達成するために、フェーズ

ドアレイアンテナで発生する電力損失をディジタル移相器で発生する挿入損失として定義し、ディジタル

移相器損失を考慮したフェーズドアレイアンテナの送電電力最大化問題を組合せ最適化問題として定式化

した。この組合せ最適化問題を短時問で解くためのアルゴリズムを開発し、2次元等間隔フェーズドアレイ

アンテナにおいて開発アルゴリズムを適用することによって得られるビームパタンを計算機実験により求

めた。さらに、ディジタル移相器での電力損失が発生する1次元12素子等間隔フェーズドアレイアンテナ

を実際に製作し、開発したアルゴリズムの有効性を示す実証実験を行った。計算機実験の結果、今回開発

したアルゴリズムを用いずに等振幅フェーズドアレイアンテナと仮定して位相決定した場合には、送電電

力が平均で89．5％程度、最悪47．9％に低下することが判明した。また、実証実験結果より、従来の等振幅フ

ェーズドアレイアンテナと仮定して位相決定した場合よりも開発アルゴリズムにより求まる位相値を適用

した場合の方が、主ビーム方向の送電電力が改善される場合があることが明らかとなった。以上より、本

研究で対象とした送電電力最大化問題を解決するアルゴリズムを開発し、アルゴリズムの有効性を計算機

実験と測定実験の両面から実証した。

馴馴●1●’●I●1●；○

実証実験を行った1次元12素子フェーズドアレーアンテナの写真

（13）水蒸気量の鉛直分布のデータ同化による降水予測精度へのインパクト評価

1．研究組織

　代表者氏名1山口弘誠（京都大学生存基盤科学研究ユニット）

　共同研究者＝古本淳一（京都大学生存圏研究所）、中北英一一（京都大学防災研究所）
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2．研究概要

　都市部で豪雨災害が頻発しており、防災の観点から、数時間先～半日先における降水量を高精度に予測

することが重要である。気象予報モデルを用いた降水予測において、観測値をモデルに取り込み（データ

同化）、モデル初期値をより現実らしく与えることが有効であり、水蒸気量をモデル初期値に正確に与える

ことで降水予測精度が格段に向上することが明らかになってきた。さて、最先端の研究レベルにおける水

蒸気量の観測手法として、GPS遅延量観測と鉛直方向の音波観測を組み合わせることで水蒸気の鉛直分布を

推定することができる。そこで、水蒸気量の鉛直分布をモデルベデータ同化する手法を開発することで、

従来までの鉛直積算量をデータ同化する場合と比較してどれほど降水予測へ効果があるのか明らかにする。

本研究では、0bservingSystemSimulationExperimentという観測値を模擬的に作成する理想実験を行レ＼

水蒸気の鉛直分布の同化の効果を調べた。モデルにはCReSS、同化手法にはLET㎜を用いる。2時間先の降

水予測結果を図1に示す。沖縄本島北東部の対流性の降水システムに関して、予測精度が大きく向上した。

今後の目標として、水蒸気量の鉛直分布だけではなく、日本において国土交通省が現業用として平成22年

度から都市部に配備しているXバンド偏波ドップラーレーダー網で得られる観測値を加えて、複数の観測

情報のデータ同化による相乗効果が得られるかどうかを明らかにしていく予定である。

　　　　　　　　同真値　　　　　　　　　｛域同化あリ　　　　　　　　ω同化なし

　　　　　』1π竿，竿半：半ノ』πし饗讐岬四一半牛、竿㍗＝竿。

　　　　ザ∴∵！一　　ザ1∴llノ
、ニノ，、二二、∴…1．、二，，二二峯三、1≡十∵叉三…

　　　　　．兆一一／、・ノノー・ノー一ノ■一　　　屯’一ジザ・ノノノノー一・一　　一兆一・’ノ／一一。ノ／一一一／一■

　　　　■二一二一ノニノ」二二・」’」1二一1　1二一1上二一」一二ノニ／ニニーi　1二一二／ニノ／二一’一二二つ
　　　　　1増・　　　1館・　　　拍ア　　　　1曲I　　　1館・　　　　　　　1盟’　　　，盟I　　　12，一　　　1盟I　　　1盟1　　　　　　氾51　　　”酎　　　　抽ア　　　　1施・　　　1ミ邊・

　　　　O…コ…リO帖配筥O柵靱馳1品O　顯㎜　O　l；；ハO1昌射船舶舶的rOO　顯舳窃1王5｝1口幅醐醐柵醐目310壇　一醐誠

　　　　　　　　　図1：2時間先降水予測の結果．（3）真値，（b）同化あり，（c）同化なし

（14）東南アジア・南アジア域における大気環境診断パラメータを用いた大気環境変動の把握

1．研究組織

　代表者氏名：山根悠介（常葉学園大学教育学部）

　共同研究者：塩谷雅人（京都大学生存圏研究所）、林泰一（京都大学防災研究所）、

　　　　　　　木口雅司（東京大学生産技術研究所）

2．研究概要

　本研究は東南アジア・南アジア域において降水をは

じめとする多彩な大気現象をもたらす大気環境変動を、

大気環境診断パラメータを用いて把握しようというも

のである。当該地域における大気環境診断パラメータ

のデータベースを構築し、これを活用してこの地域に

おける大気環境の時空間変動、特に対流活動と関わり

の深い大気の潜在不安定度の時空間変動について調べ

た。大気環境診断パラメータは大気の安定度や水蒸気

量など大気の状態を表す指標である。本研究ではNCEP

のFNLデータセットを用いて当該地域における2000年

～2010年までのデータセットを構築した。構築された

図1年平均の対流有効位置エネルギー（C㎝vective

Available　Potential　Energy，CAPE）の分布
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データセットを用いて潜在不安定の指標である対流有効位置エネルギー（ConvectiveAvai1ab1ePotentia1

Energy，C〃E）の年平均値の分布について調べた結果（下図）、幾つかの海上域（例えばベンガル湾の南西

部など）においてCAPEが顕著に高い領域が見られた。また陸上域ではバングラデシュやスマトラ島の一部

でCAPEが比較的高い領域が見られた。このようなCAPEの分布から対流活動の発生環境を定量的に把握す

ることが可能となる。今後は、我々が現在雨量観測を展開しているインド亜大陸北東域及びインドネシア

スマトラ島における降水及び対流活動の変動（季節変動、季節内変動、目変動）と大気環境の変動の関連

性について明らかにすべく、雨量計データと本研究で構築した大気環境診断パラメータのデータベースを

活用した研究を進めて行きたい。

（15）大気レーダー・気象レーダーによる降水粒子の粒径分布リトリーバル手法の開発

1．研究組織

　代表者氏名：山本真之（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者：妻鹿友昭（京都大学生存圏研究所）、足立アポロ（気象研究所）、

　　　　　　　下舞豊志（島根大学総合理工学部）、西憲敬（京都大学理学研究科）

2．研究概要

　50㎜z帝大気レーダーは風速3成分（鉛直流・東西風・南北

風）が精度良く計測できる。気象レーダーは、粒径の小さい降

水粒子の検出感度に優れる。そのため、50MHz帝大気レーダーと

気象レーダーを併用することで、推定精度に優れる降水粒子粒

径分布（DSD）のリトリーバルが可能となる。本研究では、DSD

の精度良いリトリーバルに不可欠である、気象レーダー観測量

におけるキャリブレーション手法開発などに取り組んだ。2009

年実施のREQUIPP観測キャンペーンにおいて運用されたXバン

ドドップラー気象レーダー（XDR）・Kaバンドドップラー気象レ

ーダー等の観測データを用いた。図は、地表設置の雨量計とマ

イクロレインレーダー（M1柵）を併用することで得られた、XDR

で測定されたレーダー反射因子（Z。）の評価結果である。雨量計

Z．ldBZ。〕

　　50

で
⑭40
－s
£30
元
）

⊂203
国
。
X

で精度が確認された1㎜～と、工場での計測値から見積もられたXDR

のZ直の差異は0．75dBであり、この値（0．75dB）を用いてXDRのZ。

を較正できる。そのほか、大気レーダーの鉛直流を用いた降水粒子落

下速度の観測精度改善を示すことにも成功している。

研究成果発表＝

10

0　　　10　　20　　30　　40　　50

　　　　　　MRR

図：㎜㎜で測定されたZ。（横軸）

とXDRで測定されたZ。（縦軸）

の散布図。

・狛mamoto，M1K，et　a1．，Dopp1erve1ocity　measurement　ofportab1e　X・band　weather　radar　equipped

　with　magnetron　transmitter　and　IF砒gita1receive4IEICE　Trans．B．，in　press．

・狛mamoto，M．K，eta1．，Assessment　ofradarref1ectivityand　Dopp1ervelocitymeasurementby

　㎜CWKa－bandDopplerweatherradar，J．Atmos．Electr，inrevision．

・妻鹿友昭・山本真之他，赤道大気レーダーと偏光ライダーによる融解層およびその周辺の詳細構造観測，

第4回赤道大気レーダーシンポジウム（第I57回生存圏シンポジウム）プロシーディンク、pp．35－40．2010．

（16）高機能木質材料生産への応用を目指したケイ皮酸／モノリクノール経路阻害剤の開発

1研究組織
　代表者氏名：渡辺文太（京都大学化学研究所）

　共同研究者＝梅澤俊明（京都大学生存圏研究所）、平行潤（京都大学化学研究所）
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2．研究概要

　ケイ皮酸／モノリクノール経路によって生合成されるフェニルプロパノイドは、植物体の環境適応性に

加え、色や味、香りなどと密接に関わっているため、その生合成を精密に調節することで、人類にとって

付加価値の高い植物資源を獲得できると考えられる。しかし、本経路は多数の酵素が関与する複雑なもの

であり、遺伝子改変による制御は困難な場合がある。そこで本研究では、ケイ皮酸／モノリクノール経路

の化学的な調節剤の創製を目指し、鍵酵素4CLに着目して、4CLに対する選択的阻害剤を設計・合成し、そ

れらの酵素阻害活1世および生物活1性を評価した。

　4CLの触媒機構に基づいてデザインされたスルファミド系

㌫㌫幾㍊㌶練㌫烹桑　べ目くポ
か一た（表・いのこ！から・阻害斉1」は酵素反応中問体アナ

@6｝ログとしてはたらき、また、4CLは本来の反応中間体と同様に　　　　　　　10H　OH

阻害剤のヘンセン環上の置換基を強く認識することが明らか　　　　　　　　　　　　　　苫、b葦t閉t．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　R　　　　　　IC50（μM）　邊poomd－y｛％）
となった。さらに、阻害剤1aあるいは1bを添加した培地で

シロイヌナズナを生育させたところ、根に含まれるクマリン　　34－co皿m町0y1O・28土O・02　100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b　　　feruloy1　　　　l．98　土　O．05　　　　24

化合物（フェニルプロパノイドの一種）の内生量が有意に減　　o　・i㎜・m・yl　13．1＋O．4　　4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d　　　octa皿。y1　　141　　　土　2．1　　　　　一
少した。クマリン化合物は4CLの酵素反応生成物である4一ク　　o　　H　　　　M。）　　　＿

マル酸CoAやフェルラ酸CoAより生合成されることから、阻　　　　　　　　　　・〕N・i血・b1日㎝・tl　mM

害剤が植物体に取り込まれ、ノ〃ル。においても4CLを阻害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表11中問体アナログの4CL阻害活性
していることが示唆された。

2．4平成22年度生存圏ミッション研究プロジェクトー質

氏　名 関連ミツ

研究プロジェクト題目 共同研究者 関連部局
（五十音順） ション

伊藤嘉昭 化学状態から見た蛍光X線分析
矢崎一史 京都大学化学研究所

1 （京都大学化学研究所・ 法1＝よる植物における環境の影 1

福島　整 物質材料研究機構
准教授） 響評価

入江俊一
白色腐朽菌リグニン分解機構マ

2 （滋賀県立大学 本田与一 滋賀県立大学環境科学部 1．2，4

スターレギュレーターの検索
環境科学部・准教授）

上田義勝 燃料電池利用1こ向けた有機一無
横尾俊信

3 （京都大学生存圏研究所・ 機ハイブリッド膜のメソ構造制御 京都大学化学研究所 3

徳田陽明
助教） と電気化学特性の評価

矢崎一史

服部武文

梅澤俊明 鈴木史朗
熱帯産業造林樹種の分子育種 かずさDNA研究所

4 （京都大学生存圏研究所・ Md．Mahabubur
1，2，4

基盤構築 干葉大学園芸学部
教授） Rahman

柴田大輔

三位正洋
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小松幸平

森　拓郎 中部大学工学部
片岡靖夫 自然素材活用型住宅1こおける

北守顕久 早稲田大学理工学部
5 （中部大学工学部 耐力要素の動的構造特性の検 4

脇田健裕 静岡大学教育学部
建築学科・教授） 証実験

宋　成彬

鄭　基浩

渡辺隆司
片平正人

超高感度二次元NMRによるバ 小瀧　努 京都大学エネルギー理工学
6 （京都大学エネルギー理工学 1．2，3

イオマス全成分解析法の開発 西村裕志 研究所
研究所・教授〕

吉岡康一

R．Widyorini

EB．Hardiyanto Gadah　Mada　unM，1ndones1a

B．Subiyanto LIPI，lndonesia

川井秀一
熱帯植林地のバイオマス生長量 A．Fi㎜anti Res」nst．for　Human インターミ

7 （京都大学生存圏研究所・
の言平価に関する調査研究 大村善治 Settlements，lndonesia ツジョン

教授〕

甲山　治 京都大学東南アジア研究所

渡邊一生

定道有頂

窒素固定能に優れたアクチノリ 梅澤俊明

河合真吾 ザル樹木の抽出成分ミリカノー 服部武文
8 静岡大学農学部 1

（静岡大学農学部・教授〕 ルの生合成と共生菌フランキア 鈴木史朗

との化学生物学的検討 市澤博生

熊本篤志 宇宙空間1こおけるプラズマ密度
小嶋浩嗣

9 （東北大学理学研究科・ 計測のための高周波数分解能 東北大学理学研究科 3

笠羽康正
准教授） 受信機の開発

早川　基

高島　健

松岡彩子
宇宙航空研究開発機構

小嶋浩嗣 科学衛星1こおける電磁適合性 齋藤義文
東京大学理学研究科

10 （京都大学生存圏研究所・ （EMC1E1ectroMagnetio 平原聖文 3

金沢大学理工研究域
准教授） Comp．tibility〕1こ関する研究 笠羽康正

八木谷聡

中澤　暁

上田義勝

塩原匡貴 多波長ライダー計測による対流 津田敏隆

11 （国立極地研究所・ 圏エアロゾル・雲の物理特性の 中村卓司 国立極地研究所 1

准教授） 研究 矢吹正教

山111　宏 東京海洋大学海洋科学部

大橋英雄 国立天文台

柴田裕実 佐々木　晶 東京大学工学系研究科
超高速1こ加速したマイクロ粒子

12 （京都大学工学研究科・ 岩井岳夫 総合研究大学院大学 3

と固体との衝突実験
准教授） 平井隆之 東京大学新領域創成科学研

中村真季 究科

池田卓矢 京都大学工学研究科
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古本淳一
下舞豊志 多波長リモートセンシングによる 島根大学総合理工学部

古津年章
13 （島根大学総合理工学部・ 汽水域懸濁物質起源推定方法 島根大学汽水域研究センター 1

三瓶良和
助教） の開発

瀬戸浩二

渡辺隆司

マイクロ波励起超活性固体境界 篠原真毅
園部太郎

層反応1こよるバイオリファイナリ 三谷友彦 京都大学エネルギー科学
14 （京都大学エネルギー科学 2，4

一ケミカルプラットフォームの構 畑　俊充 研究科
研究科・特定助教）

築 杉山淳司

大橋康典

川井秀一
京都大学農学研究科

梅村研二
近畿大学医学部

仲村匡司 スギ材の空気浄化機能の解明と 東　賢一
大阪府環境農林水産総合研

15 （京都大学農学研究科・ ヒトの心身への影響に関する研 辻野喜夫 4

究所
講師） 究 上堀美知子

（有）ホームァイ

藤田佐枝子
（有〕オフィスプラニング

山本秦子

西憲敬 塩谷雅人 京都大学理学研究科

16 （京都大学理学研究科一 熱帯上部対流圏循環の解明 鈴木順子 海洋研究開発機構 1

助教） 濱田　篤 総合地球環境学研究所

畑俊充 梶本武志
原子状酸素照射による木質炭素 和歌山県工業技術センター

17 （京都大学生存圏研究所・ 田川雅人 3，4

化物の構造変化の解明 神戸大学大学院工学研究科
講師） 小嶋浩嗣

本間干品
直パルス通電加熱による木質バ 渡辺隆司

18 （北海道立総合研究機構・ 北海道立総合研究機構 2．4

イオマスの選択液化 畑　俊充
主査）

山本　衛
山本真行 昼間の熱圏中性大気風速計測 高知工科大学工学部

渡部重十
19 （高知工科大学工学部・ のためのロケット放出リチウム 北海道大学理学研究院 1，3

阿部琢美
准教授） 観測用光学機器の開発と観測 宇宙航空研究開発機構

羽生宏人

担子菌Trametesversioolor Chartchai

渡邊崇人
RC3株の発酵阻害物質分解性 Khanongnuoh

20 （京都大学生存圏研究所・ Chia㎎Mai　Univ 2

ラッカーゼ遺伝子の単離・同定と Woo廿ichai
助教〕

異種発現解析 Nachaiwien9

生存圏ミッション研究成果の概要

（1）化学状態から見た蛍光X線分析法による植物における環境の影響評価

1．研究組織

　代表者氏名：伊藤嘉昭（京都大学化学研究所）

　共同研究者：矢崎一史（京都大学生存圏研究所）、杉山暁史（京都大学生存圏研究所）、
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　　　　　　　高梨功次郎（京都大学生存圏研究所）、福島整（物質材料研究機構）、吉門進三（同志壮大

　　　　　　　学理工学部）、坂東篤（株式会社堀場製作所）、大野ひとみ（株式会社堀場製作所）

2．研究概要

　生存圏を取り巻く大気の主要成分は窒素であり、窒素は生物の体の主要構成元素である。大気から生態

系に取り込まれた窒素は生態系を循環してまた大気に戻る。その循環の主な駆動力の一つが、マメ科植物

と根粒菌に代表される共生窒素固定である。マメ科植物の根に土壌中の根粒菌が感染することにより形成

する根粒は共生窒素固定のために特化した器官であり、大気中の窒素がアンモニアに還元され、生態系の

多くの生命を支えている。しかしそこに関わる無機元素の殺害■」や、土壌中の無機汚染物質の動態は殆ど分

かっていない。それ故、微量元素が得意なX線元素分析及びX線状態分析の手法を、植物或いは土壌中物

質の挙動を調べる実用分析技術を確立することは重要である。

3．研究の目的

　高分解能2結晶X線分光装置による状態分析法により、マメ科植物の根粒における窒素固定に関わるFe

を中心とした無機元素精密分光測定を行って、その化学状態をなるべくinViVoに近い状態で解析すること

を試みる。

4．研究成果及ぴ展望

　根粒のFθκα1、・スペクトルを酸化鉄標準物質のそれとを一緒に左図に示す。標準物質のスペクトルのプ

ロファイルを基にして、根粒のFeκαスペクトルを解析した結果を右図に示す。2価と3価のFe酸化物標

準物質のスペクトル位置とプロファイル両方を仮定し、非線形最小自乗法による解析の結果、根粒のスペ

クトルは選択的に3価のスペクトルだけからなることが判明した。しかしながら今後の測定結果からの展

望として、試料調整の検討があげられる。今回の試料は一定量の根粒をそのまま測定しているので比較的

本来の状態を保った測定になっている。試料は本来生体であるのでサンプリングしてから測定までの時間

の影響、すなわち生体内の様々な反応による状態変化の可能性を検討する必要がある。
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左図：根粒と標準物質のFeκα1．2スペクトル 右図＝標準物質を基にした根粒の解析結果

（2）白色腐朽菌リグニン分解機構マスターレギュレーターの検索

1．研究組織

　代表者氏名：入江俊一（滋賀県立大学環境科学部）

　共同研究者：本田与一（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要

　リグニン分解酵はリグニン分解の初期において重要な役割を果たすと考えられている。白色腐朽菌

肋釧θroo加θCθoかγ∫oψor九mにおけるリグニン分解酵素生産は、ガルモデュリン（CaM）シグナルにより

調節されていることが判明している。戸。カη80ψo〃㎜のリグニン分解酵素、およびCaM発現はサイクリッ

ク／㎜？（cAMP）阻害剤アトロピンにより抑制されるが、アトロピンが細胞内。AMP濃度を減少させる作用機序

は未解明のため、cAMPシグナルがCaMシグナル、またはリグニン分解酵素発現と関連する直接的な証拠は存
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存しない。本研究において、戸。かγ∫o理。r九赫音着物に。AMPとホスホジエステラーゼ阻害剤としてIBMXを

添加したところ、有意にリグニンペルオキシダーゼ（LiP）活性およびマンガンペルオキシダーゼ（MnP）

活性が増加した。これにより、c㎜～シグナルがLiPおよびMnP活性に関与する直接的な証拠が初めて得られ

た。c㎜～、IBMXに加えてCaM阻害剤としてW－7を添加したところ、酵素活性は消失した。また、添加したW－7

は細胞内。AMP濃度に変化を生じさせなかった。以上のことは、LiPおよびMnP発現において、CaMシグナルが

。AMPシグナルの下流に位置することを示唆している。一方、ファージディスプレイ法によりLiPおよびMnP

生産時に発現しているCaM相互作用タンパクの検索を試みたところ、多数の推定的CaM結合性タンパクが得

られた。今後は、これらの情報を元にリグニン分解機構発現の詳細について更に解析を進めていきたい。

（3）燃料電池利刷こ向けた有機一無機ハイブリッド膜のメソ構造制御と電気化学特性の評価

1．研究組織

　代表者氏名：上田義勝（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者：横尾俊信（京都大学化学研究所）、徳田陽明（京都大学化学研究所）

2．研究概要

　将来の生存圏における低炭素化社会に向けたクリーンエネルギー源の一つ

として燃料電池は非常に注目されており、特に中温作動型の燃料電池はボータ　　κ卯ωリ榊以1・，

終鵜薫耽驚幾㍗鷺幾㌫㌶勤幕鵜練㌣’’　こ
ているが、その温度域での使用に耐えうる電解質膜材料が無いため、現状では

80℃程度での動作が上限とされている。また、電解質膜は動作温度の上昇によ

り発電効率が向上することが知られており（N㎜ION比125％の報告例あり）、多
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．1Photograph
くの研究開発が試みられているが・今なお十分なバフォ』マンスを有する電解　　ofsa皿p1e　VET

質膜は得られていない。

　本研究では、中低温域で作動する燃料電池用電解質膜の合成を目的とし、リン酸へ一スの電解質膜の合

成を行った（Fig．1）。P－0H基を有するvinylphosphonic　acid（VPA）は、ビニル基を有するため分子鎖に固

定が可能な亜リン酸であり、広く伝導体として研究されている［Tokuda　et．a1，J．Mater．Res．2011］。しか

し、VPAの欠点として、①ポリマー化による伝導度の低下、②耐水性の低さ（発電時に水が発生するため、

劣化の原因となる）が知られている。本研究では、チタン化合物の紫外吸収による光重合阻害を利用し、

表面層と内部のVPAの重合率を変化させ、表面層に耐水性を賦与し、かつ内部で高いプロトン伝導性を示

す電解質膜の作製を試みた（Fig．2，3）。
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（4）熱帯産業造林樹種の分子育種基盤構築

1．研究組織

　代表者氏名1梅澤俊明（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者：矢崎一史（京都大学生存圏研究所）、服部武文（京都大学生存圏研究所）、

　　　　　　　鈴木史朗（京都大学生存圏研究所）、Md．Mahabubur　Rahman（京都大学生存圏研究所）、

　　　　　　　柴田大輔（かずさDNA研究所）、三位正洋（千葉大学園芸学部）

2．研究概要

　木質は再生可能バイオマス資源の内最も蓄積量が多く、今後人類が持続的に生存を続けるうえで必須の

再生可能バイオマス資源である。そこで、木質の持続的生産・利用を経済的に成り立たせるために、代謝

工学に基づく木質の高付加価値化や劣等な生育条件での高成長性の付与等が強く求められている。

　熱帯早生樹に限らず、実用植物の分子育種には、標的植物種のゲノム情報あるいは発現遺伝子の網羅的

情報の取得、及び育種目標の原因遺伝子の取得が必須である。さらに、遺伝子を標的植物に導入すると共

に形質転換植物体を再生させる技術の確立が必須である。そこで、本研究ではアカシアの形質転換系の確

立に向けた研究を行った。すなわち、代表的熱帯アカシアであるアカシアマンキウムとアカシアクラシカ

ルパの大量増殖法の開発、アカシアクラシカルパの体細胞胚発生系の確立、及びGU　Sレポーター遺伝子

とアグロバクテリウムを用いたアカシアクラシカルパの形質転換に成功した。

　また日本のパルプ生産を支えるユーカリも早生樹として商業栽培されているが、この樹木は有用物質と

して精油系を生産する特性をもつ。そこでパルプ以外の利用展開を視野に入れ、モノテルペンの代謝工学

を行った。シソ由来のリモネン合成酵素遺伝子〃z5一ノを使い、その蛋白質レベルでの細胞内局在を、細胞

質、あるいはプラスチドに改変した発現コンストラクトを作製し、形質転換が比較的容易なユーカリであ

る、肋。∂ノ〃舳C∂脇〃〃θ伽ゴ∫に導入した。結果として、ユーカリの葉におけるモノテルペン生産を野生

型より大きく上昇させることに成功した。興味深いことに、もっとも生産性の高かったクローンはリモネ

ン合成酵素を細胞質に局在させたクローンであり、その生産量は対照の約5倍であった。これは生合成酵

素を本来のコンパートメントに局在させない場合に、むしろ最終産物の蓄積が高いことを意味しており、

更なる解析が待たれる。

（5）自然素材活用型住宅における耐力要素の動的構造特性の検言正実験

1．研究組織

　代表者氏名：片岡靖夫（中部大学工学部）

　共同研究者：小松幸平（京都大学生存圏研究所）、森　拓郎（京都大学生存圏研究所）、

　　　　　　　北守顕久（京都大学生存圏研究所）、脇田健裕（中部大学工学部）、

　　　　　　　鄭　基浩（静岡大学教育学部）、宋　成彬（早稲田大学創造理工学部）

2研究概要
　自然素材活用型住宅建物を構築する構造要素はすべて本研究グループが新しく研究開発したものであり、

それら構造要素は理論的及び実験的に構造性能評価を行なってきた。本研究の初年度は、実験住宅の強制

加振実験を行って振動特性を明らかにして報告した。研究の2年目は，建物全体の弾塑性時刻暦応答解析

を可能にするために必要な、土壁ユニット内臓の在来軸組み（図1）の動的振動特性を解析学的に明らか

にすること、そしてその解析手法が妥当であることを実験的に検証することを日的にした。

3．研究方法と研究成果

　自然素材活用型木造住宅建設プロジェクトで提案したプレファブ土壁を研究対象とし、プレファブ土壁

の軸組内部での配置場所を変えた6種類のパターン（図ユ）と動的挙動を求めるための力学モデルに基づ

くシミュレーション計算を行し＼その解析法の妥当性を振動実験によって検証する。

単位プレファブ土壁のせん断応カーせん断歪みの関係は、市販のFEMプログラムで使用可能なように、P（軸
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力）一δ（軸伸縮）が等価なブレース置換モデルを作成して用いた。土壁試験体について，桁一柱端部の

接合は長はぞ込み栓打ち、方立ての各接合部は貫接合と見なし、非線形回転バネ常数を求めてFEM

（SNAP－Ver，5）での時刻歴応答解析に使用した。

一一
一 ■一… i 一■一

一」

一1
→ → → → →

一一

　　　　　　　　　図1　土壁ユニット内蔵軸組パターン

図2は、土壁ユニットの実験結果

と解析結果を同時に示したもので

あり、両者は極めて良く一致して

いることを示している。図3は、

このことを動的な振動実験で確認

するためのシステム図である。
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4．今後の研究課題と期待される成果

　今後、図1の各パターンの振動実験結果と解析結果の比較検討を行うことによって、建物全体の信頼性

の高い時刻歴応答解析結果が得られるとの確信が得られた。このことは、極稀に発生する各種巨大地震に

対する建物の弾塑性振動特性を解析的に求めることができることを意味している。

（6）超高感度＿次元…R　lこよるバイオマス全成分解析法の開発

1．研究組織

　代表者氏名：片平正人（京都大学エネルギー理工学研究所）

　共同研究者：渡辺隆司（京都大学生存圏研究所）、小溝努（京都大学エネルギー理工学研究所）、

　　　　　　　西村裕志（京都大学生存圏研究所）、吉岡康一（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要

白色腐朽菌は、木質バイオマス中の難分解性成分であるリグニンを選択に分解するという特徴を有してお

り、木質バイオマスの有効活用を図る上で有益な菌である。リグニン選択的な分解には代謝物であるセル

ボリック酸が鍵となる事が渡辺等によって見出された。しかしリグニンの分解過程に関する分子・原子レ

ベルの情報は乏しい。そこで今回超高感度クライオプローブを装着したNMR装置を用い、二次元NMR

法を適用する事で、リグニンの分解過程に分子・原子レベルで迫る事を目指した。リグニンの分解過程を

理解する事は、高付加価値化合物の原料としてリグニンを活用する道を開く事に繋がる。また難分解性の

リグニンを除去する事で、セルロースの活用がさらに促進される事も期待できる。

　腐朽の進行に伴い、リグニン由来のNMRシグナルが選択的に消失してゆく事が観察され、白色腐朽菌

がリグニンを選択的に分解する事が確認された。またリグニンの分解においては、フェノールの2量体構

造がまず壊れ、その後にフェノール環が破壊される事が、各々に特徴的なNMRシグナルの強度の時間変

化から分かった。さらにフェノ』ル環の破壊は、概ねシリンギルの方がグアイアシルに優先して生じる事

も、NMRシグナルの強度の時間変化から分かった。リグニン選択的な分解のキープレーヤーがセルボリ

ック酸である事が渡辺等によって見出されているが、腐朽の進行に伴ってセルボリック酸のNMRシグナ

ルが生じてくる事も、確認できた。
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図：白色腐朽菌による木質バイオマスの腐朽過程の超高感度二次元NMR法による丸ごと（全
成分）解析。（左）2週間及び26週間腐朽後の1H－13C　HSQCスペクトル。（右）リグニンのサ
ブ構造。

（7）熱帯植林地のバイオマス生長量の評価に関する調査研究

1．研究組織

　代表者氏名：川井秀一（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者：R．Widyorini（GadjahMadaUniv．Indonesia）、EB．Hardiyanto（GadjahMadaUniv．Indonesia）、

　　　　　　　B．　Sub　i　yanto　（LIPI，　Indones　ia）、　A．　Firmant　i　（Res．　Inst．　for　Human　Sett　l　ement　s，

　　　　　　　Indonesia）、大村善治（京都大学生存圏研究所）、甲山治（京都大学東南アジア研究所）、

　　　　　　　渡違一生（京都大学東南アジア研究所）

2．研究概要

　㎜P杜のユニット5における地表ランダムサンプル区域の樹木生長量のデータについて時間スケールを

拡大（2000－2008）して、地上データの充実とバイオマス成長量の高精度解析をおこない、これを衛星データ

と関連づける衛星リモートセンシング手法の開発を試みた。さらに、これまでのスマトラ丘陵林における

アカシア植林地の調査研究に加え、マレーシアボルネオ島アカシア林地（KHP杜）、ならびにスマトラ島中

部のRiauBiosphereを新たに研究対象に加えた。前者については、用材を日的とした植林であり、長期に

わたるバイオマス成長量の経年変化を樹種、気象の影響等について検討を開始している。また後者につい

ては泥炭地における種々の植生、たとえば農業開発区のアブラヤシ、ゴム林、植林区のアカシア林、2次

（原生）林等のバイオマス現存量の調査を実施した。

　結果の一例として、マレーシア㎜P杜におけるデータを以下に示す。バイオマス評価の基礎データとし

て植林を実施する前の草地、劣化アカシア2次林のバイオマスの地上賦存量を求め、それぞれ3．9および

86．9ton／haを得た。2，3年生アカシアマンキウムおよびハイブリッドのバイオマス総量を調べ、各部位の

比率（図1）が既存データを大きな差異がないことを見いだした。植林後4年を経過したアカシアハイブリ

ッド及びマンキウムの年平均生長量（MAI）はそれぞれ！9．4および1514㎡／ha／yであり、前者のそれが大きい。

（図2）
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　今後、引き続き異なる地域、気象条件のもとでの樹木生長量に関する地表観測データを蓄積拡充し、バ

イオマス生長量の高精度解析を図ると共に、それぞれのデータを相互に関連づける解析を進める。さらに、

大気水蒸気量・雲被覆の影響を受けにくいマイクロ波リモートセンシング技術を応用して衛星データに関

連づける手法開発に取り組む。
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図2－1ハイブリッド　　　　　　　図2－2マンキウム

　　　　　図21アカシア林の年平気生長量（MAI）

（8）窒素固定能に優れたアクチノリザル樹木の抽出成分ミリカノールの生合成と共生菌フランキアとの化

学生物学的検討

1．研究組織

　代表者氏名：河合真吾（静岡大学農学部）

　共同研究者：梅澤俊明（京都大学生存圏研究所）、服部武文（京都大学生存圏研究所）、

　　　　　　　鈴木史朗（京都大学生存圏研究所）、市澤博生（静岡大学農学部）

2研究概要
　ヤマモモ属・ハンノキ属・グミ属などの樹木はアクチノリザル樹木と呼ばれ、土壌放線菌であるフラン

キアとの共生によって、窒素の供給を受ける。しかしながら、これら非マメ科根粒樹木とフランキアとの

共生メカニズムについての研究はほとんどない。一方、本樹木群は、C。一C。一C。骨格を有するジアリールヘプ

タノイド類を特異的に産生しており、これらジアリールヘプタノイドが、フランキアとの共生関係におけ

る情報伝達に関わる可能性が期待される。

　本研究では、アクチノリザル樹木であるヤマモモ（版ノ。∂〃わra）ジア

リールヘプタノイドであるミリカノール（右図）に注目し、その生合成　　　　　　　＾一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0H
経路を検討している。実験は、ヤマモモ若枝に各種桂皮酸誘導体6種の　　　HO

13C標識前駆体を競争的に投与し、生成するミリカノールを13C一㎜～解析　　＝｛OO

したコその結果、A環部分の前駆体として、1一（4一ヒドロキジフェニル）　　　　　　18

プロピオン酸が利用されるのに対し、B環部分の前駆体として芳香環の　　｛CO

水酸化およびメチル化が進んだ前駆体である1一（4一ヒドロキシー3一メト　　　　　　Oトー

キジフェニル）プロピオン酸が、優先的にミリカノール分子に取り込ま

れる傾向が見られ、双方の芳香環を区別して生合成が進行することが推定された。そこで、詳細な生合成

機構を明らかにするため、ヤマモモ内樹皮Tota1RNAより。DNAを調製し、既知の植物III型ポリケチド合

成酵素（PKS）遺伝子の配列を鋳型にして、ヤマモモIII型PKS遺伝子の一部配列を取得した。

（9）宇宙空間におけるプラズマ密度計測のための高周波数分解能受信機の開発

11研究組織

代表者氏名：熊本篤志（東北大学理学研究科）

共同研究者：小嶋浩嗣（京都大学生存圏研究所）、笠羽康正（東北大学理学研究科）
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2．研究概要

　人類の生存圏となりつつある地球周辺の宇宙空間（ジオスペース）において、プラスマ密度計測に用い

るための高周波数分解能プラズマ波動受信機を実現するため、その核となるデジタルデータ処理部の基礎

開発を行った。

3研究の背景と目的
　地球周辺の宇宙空間（ジオスペース）には，気象観測・放送通信・測位のための人工衛星など我々の生

活をささえるインフラストラクチャ群が展開されており、人類の生存圏の一部となっている。宇宙空間は

電離気体（プラズマ）によって満たされ、磁気嵐に代表される様々な電磁気現象が生起する。プラズマの

基本パラメータであるプラズマ密度を計測する手段

の1つにプラズマ波動観測がある。地球電離圏上層

から磁気圏にかけて観測を行う場合、観測周波数は

およそ10MHzまでをカバーする必要があるが、この

全てを高分解能（〈1kHz）でカバーしようとすると、

過大なデータ量が問題となってくる。そこで本研究

では、限られたデータレートの範囲内で、広帯域をカ

バーしつつ、目的のプラズマ波動が出現する周波数帯

を高周波数分解能で観測する機能を備えた新たな高

周波数分解能受信機を実現するため、核となるデジ

タルデータ処理部の基礎開発を実施した。

4．研究の結果

　高周波数分解能受信機全体のブロック図を図1に

示す。本研究では受信機の核となる

FPGAのファームウェアの開発を実施した。選択帯域

を高分解能計測するCh－Bの出力例を図2に示す。入

力データのスペクトル（赤）に対応した出力（緑）

が得られていることがわかる。本研究ではFPGAのタ

ーゲットデバイスはA1tera製Cyc1one　IIIとしたが、

将来、

1nput

10＋14

1肘12

10＋10

10“08

10＋06

10000

100

MlX　　ClC

B∪F田
　　　　　C、・8
厘］　　　　・…

・o山師

団1：高周波数分解能受信機ブロック図
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図2：Ch－B出力

宇宙機搭載が可能なACTEL製FPGAへの置き換えが必要になることを想定して、内蔵乗算機は用いず、広帯

域をカバーするCh－A，選択帯域を高分解能計測するCh－Bは逐次処理としてリソースを共用するようなファ

ームウェアを開発することで、必要となるロジックセル数の見積もりを行うことができた。

5．関連する学会発表

Kumamoto，八，T　Ono，Y　Kasaba，K　Higuchi，T　Kobayashi，T．Suzuki，M．Wakabayashi，M。，and　J．

Uemoto，DeveIopment　ofrad趾sounder　and　imped㎜ce　probe危r　obsewations　in　the他ture　p1anetary

m1sslons，2010As1a－Pac血。　Radio　ScIence　Co“erence，1byama，September22・26．2010

（10）科学衛星1こおける電磁適合性（E”C：El㏄tro”agnetic　C㎝patibi　l　ity）1：関する研究

1．研究組織

　代表者氏名：小嶋浩嗣（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者＝早川基（宇宙航空研究開発機構）、高島健（宇宙航空研究開発機構）、

　　　　　　　松岡彩子（宇宙航空研究開発機構）、齋藤義文（宇宙航空研究開発機構）、

　　　　　　　平原聖文（東京大学理学研究科）、笠羽康正（東北大学理学研究科）、

　　　　　　　八木谷聡（金沢大学理工研究領域）、中澤暁（宇宙航空研究開発機構）、

　　　　　　　上田義勝（京都大学生存圏研究所）
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2．研究概要

　科学衛星において「ノイズ計測を行い、軽減させる」ためのEMC技術は他の地上機器に対してのそれと

大きく異なっており、科学衛星に的を絞った技術の確立が重要である。科学衛星におけるノイズ測定手法

や対処方法を確立し、統一したコンセプトのものとでEMCに取り組めるよう、本研究では、実際の搭載機

器の試験を繰り返し、改良を加えていく。また同時に、EMC用の小型高感度電磁界センサーの開発も行い、

EMC計測の現場で効果を発揮できるようにする。

　本年度はEMCに関する測定を12の搭載装置について行った。特に、バス機器に対するEMCが多く行われ、

近年、太陽電池の動作点を負荷変動に合わせて適正化する仕組みが取り入れられている部分について、実

は、EMC的には大きなノイズに関する問題点を含んでいることがわかった。それは効率のため非絶縁型のコ

ンバーターを離礁することに原因があり、そのため」次側のノイズもかなり二次側に回り込んでいくこと

が理由であった。このような。onfigurationを容認した上で、ノイズを軽減するための試験を繰り返し1

点接地の場所の検討やCo㎜onmodenoiseの軽減などに関する対処方に関する知見の蓄積を行った。また、

アナログASICによって小型化をはかったセンサーノードを実際のEMCで用いて、ノイズの空間分布を測定

するなど、実際の計測に利用できることを示すことができた。

（11）多波長ライダー計測1こよる対流圏エアロゾル・雲の物理特性の研究

1．研究組織

　代表者氏名：塩原匡貴（国立極地研究所）

　共同研究者：津田敏隆（京都大学生存圏研究所）、中村卓司（国立極地研究所）、

　　　　　　　矢吹正教（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要

　本研究では、対流圏エアロゾル・雲の物理特性導出の適切な計測手法の確立を目指して、信楽MU観測

所にて多波長偏光ライダーを構築するとともに実証試験観測を実施した。試験計測を行うサイトには、人

為・自然起源粒子の両方の寄与が望める地理的条件を有し、ライターとの比較計測が可能な気象要素の計

測装置が揃う京大生存研の信楽MU観測所を選んだ。ライダーは、Nd：YAGレーザ波長355，532．1064㎜

の弾性散乱、波長532㎜の偏光解消度、波長387，607㎜の窒素ラマン散乱光を、口径30㎝および25㎝

の2つの望遠鏡を用いて受光するシステムとなっている。このシステムの特徴は、低高度からの観測が可

能であり、大気境界層内の大気物質の計測可能なこと、多波長偏光計測から粒子の大きさと形状の情報が

抽出可能なことが挙げられる。

　多波長ライダーおよび地上in－Situ計測との同期計測を断続的に実施し、夜間から早朝にかけての混合

層内における高湿度条件下でのエアロゾル粒子の成長過程や、黄砂や巻雲の特徴的な物理特性の変動を捉

えることができた。今後の課題としては、極域をはじめとする特異な観測サイトにおいても、本システム

が長期間、安定して稼働可能かどうかの検証や、膨大なデータを効率良く解析するためのツールの開発が

挙げられる。

ぞ

図　　本研究で設置した多波長ライダー射出装置（左）と受光装置（右）
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（12）超高速に加速したマイクロ粒子と固体との衝突実験

1．研究組織

　代表者氏名1柴田裕実（京都大学工学研究科）

　共同研究者：山川　宏（京都大学生存圏研究所）、大橋英雄（京海洋大学海洋科学部）、

　　　　　　　佐々木晶（国立天文台）、岩井岳夫（東京大学工学系研究科）、

　　　　　　　平井隆之（総合研究大学院大学）、中村真季（東京大学新領域創成科学研究科）、

　　　　　　　池田卓矢（京都大学工学研究科）

2．研究概要

　惑星間や星間における超高速微粒子（ダスト）と固体との衝突によって起こる現象を実験室で模擬する

実験を行う。直径数10mから数10μmの微粒子をMV級高電圧静電加速器で毎秒数kmから数10㎞の超

高速に加速し、金属、高分子、セラミックスなどの物質に衝突させ、電荷測定、二次イオン質量分析、発

光測定などにより衝突機構を解明することを目的とする。

　速さ㎞／s領域のミクロンサイズの粒子が加速されると、その運動エネルギーは数100Gev～数TeVと

なる。それが固体に衝突するとその全エネルギーがフェムト秒からピコ秒の極めて短い時間に開放され、

衝突付近はプラズマや衝撃波が生成される。そこでは局所的に高温（数万℃）、高圧（100万気圧）状態

になり、クレーターが形成され、物質の改変や相変化が起こると考えられる。そのような超高速マイクロ

粒子衝突実験を、研究代表者が開発した東京大学（東海村キャンパス）の3．75MVバンデグラーフ加速器、

京都大学の！00kV加速器、及びドイツ・ハイデルベルクのマックス・プランク核物理学研究所の2MVバ

ンデグラーフ加速器を用いて行う。

　実験では図1のように、加速された微粒子の電荷量をビームライン上に設置された3個のビームモニタ

ーで測り、その飛行時間から速度の弁別を行い、入射微粒子のパラメータを決定する。その後、微粒子が

標的チャンバー内に設置された固体標的に衝突すると、標的に電荷を生じ、電子、イオン、光（X線、UV

から赤外）等を放出するので、それらを電荷測定器、飛行時間型質量分析器、光マルチチャンネル分光器

等を用いて測定する。これらの測定から微粒子衝突の際のエネルギーの蓄積及び散逸過程について考察し、

適切な衝突モデルの構築を試みる。

　　なお、東大にある日本唯一の超高速ダスト加速器はイオンの加速も行っており年2回1ヶ月ずつしか運

用しない（本実験日数としては年2，3目）ので、微粒子専用加速器を所持するマックスプランク研究所

でも実験を行う。京大の100kV加速器では数㎞／s以下のダストの衝突実験を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Van　de　Graaf　Acce1erator

Target　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Highvoltage

Chamber　　　　　　　Beam　Line　　　　　　　　　　　　Te㎜im1

　　　　　　3　　　　　　　Deflector　　2　　　　　　　　　　　Steerers
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一一一．．1一一一1一．■．■
　　　　　　　　　　　　　　　　一一…一……■一三一一一一一・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．一．I一一一■．．一一■．11■
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D†cto「　　／

　　　　　　　　High　Vo1値ge　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Dust

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Charge
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sensitive
　　　　　　　　　　　　　　　　CSA　　Amp1冊er
　　　　　　　　　　Pα
　　　　　　　　Processing　Unit

図1：超高速マイクロ粒子衝突実験の概要。ビームラインの測定系は

ダストの電荷、速度、質量を言十測する。
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（13）多波長リモートセンシングによる汽水域懸濁物質起源推定方法の開発

1研究組織
　代表者氏名1下舞豊志（島根大学総合理工学部）

　共同研究者：古本淳一（京都大学生存圏研究所）、古津年章（島根大学総合理工学部）、

　　　　　　　三瓶良和（島根大学総合理工学部）、瀬戸浩二（島根大学汽水域研究センター）

2研究概要
　汽水域の環境を広範囲にモニターするためには、リモートセンシングが有効だと考えられるが、リモー

トセンシングによる水中懸濁物質（SS）の起源推定方法はまだ開発されておらず、昨年度から島根大学にお

いて予備的検討が始まった段階である。本研究では、多バンドを用いた人工衛星による観測を念頭におい

て、分光反射計によって測定された水の反射率と直接採取した懸濁物質から、その起源と割合を推定する

ための方法の開発を目標とする。懸濁物質の主な起源はプランクトン、河川からの流入、湖底堆積物の巻

き上げである。乾燥した懸濁物質中の有機炭素濃度と全有機炭素（以下丁0C）濃度、全有機炭素と全窒素の

比をC／N比という。各起源におけるSS中の有機炭素（TOC）の濃度、有機炭素と窒素の比率（C／N比）、無機

SSの濃度は異なっている。分光放射計によって得られた水の分光反射率から、これらの値を重回帰分析に

よって推定した。図1にT㏄濃度、C／N比、無機SS比率の関係を示す。結果を総合すると、「河川からの

流入が主体」とそれ以外の懸濁物質の判別は、精度よく行えると考えられる。また、「プランクトンが主

体」とそれ以外の懸濁物質の判別は、誤差が大きいがある程度は可能であると考えられる。結果から、人

工衛星による懸濁物質起源推定の可能性が示唆されたが、まだ観測データが少なく、手法確立のためには

今後さらに観測データの蓄積と事例解析の積み重ねが必要である。

湖底からの巻き上げ

無機SS比率
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図1．水面の反射率から推定したTOC濃度、C／N比、無機SS比率の関係。

（14）マイクロ波励起超活性固体境界層反応によるバイオリファイナリーケミカルプラットフォームの構

築

1．研究組織

　代表者氏名：園部太郎（京都大学エネルギー科学研究科）

　共同研究者：渡辺隆司（京都大学生存圏研究所）、篠原真毅（京都大学生存圏研究所）、

　　　　　　　三谷友彦（京都大学生存圏研究所）、畑俊充（京都大学生存圏研究所）、

　　　　　　　杉山淳司（京都大学生存圏研究所）、大橋康典（京都大学生存圏研究所）

一197一



2．研究概要

　バイオマスは再生可能な唯一の有機物資源であるため、石油化学産業に代わる新しい低炭素負荷化学産

業プロセスを構築する土台となる使命をもつ。本研究では、炭素負荷の小さい持続的な次世代化学産業の

構築を目指して、食糧と直接競合しない木質バイオマスをマイクロ波励起超活性固体境界層反応場により

有用基本化学品を製造するプロセスを生み出すことを目的とする。そこで、マイクロ波効果を最大限出す

ために、マイクロ波励起による超活性固体境界層反応を用いた木質バイオマスの急速熟分解反応の開発、

反応特性解明、生成物質の分析、装置の設計・開発を、専門の異なる研究者が連携して行った。その結果、

マイクロ波出力100W，1分間で木粉（200㎎）から液化収率約50％を達成できる省エネルギー転換プロセスの

開発に成功した。

　本研究は、生存圏学際萌芽研究センターの共同研究拠点活動の一つである生存圏フラッグシップ共同研

究の一環として位置づけられる。これまで、マイクロ波熱分解による外部資金は受けておらず、本申請の

研究成果をバネに外部資金申請につなげ、バイオエタノールに続く共同研究プロジェクトにつなげたい。

則爆㎜劇卿．

　．阜7イ切3業枷
■側男男㎜、．

図1：バイオリファイナリーケミカル

プラットフォーム構想

図2：（上）マイクロ波熱分解リアクター

　　　（下）マイクロ波熱分解油

（15）スギ材の空気浄化機能の解明とヒトの心身への影響に関する研究

1．研究組織

　代表者氏名：仲村匡司（京都大学農学研究科）

　共同研究者：川井秀一（京都大学生存圏研究所）、梅村研二（京都大学生存圏研究所）、東賢一（近畿大

　　　　　　　学医学部）、萬羽郁子（近畿大学医学部）、辻野喜夫（大阪府環境農林水産総合研究所）、

　　　　　　　上堀美知子（大阪府環境農林水産総合研究所）、藤田佐枝子（（有）ホームアイ）、

　　　　　　　山本奏子（（有）オフィスプラニング）

2．研究概要

　本研究の目的は、スギ材の空気浄化機能を解明するとともに、スギ材が存在する実大居住空間がヒトの

心身に及ぼす影響を究明することにある。今回はスギ材の構成成分および含水率がN0。収差に及ぼす影響に

ついて検討するとともに、実大木質内装実験のパイロット・スタディとして、内装にあらわしになったス

ギ材が被験者の視覚心理や認知反応に及ぼす影響、および、スギ材内装への短時間の暴露が被験者の気分

やストレスレベル及ぼす影響などを調べた。スギ材へのN02収着はスギの構成成分への吸着だけでなく、成
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分とNα，が反応することによって、あるいは、構成成分が水分とNQ、の反応の触媒となることによって起こ

ること、含水率によって木材が反応物および触媒として働く割合が異なることなどが示唆された。吉野ス

ギを用いて構成された実大木質内装（下図）における被験者実験

では、被験者は木内装室の木の香りをはっきりと感じ取り、しかも「快」と評価した。さ

らに、そのにおいの質を「落着きやすい」「親しみしやすい」「生き生きとした」と判断した。そのような

部屋を観察する被験者の視線は、木内装室！および2では、壁面に現れた軸材に沿って移動しやすかった

が、木内装室3では柱から柱へと視線がホッピングする場合が多かった。部屋の見た目の印象評価では、

木内装室1および2は同程度に強く「快適」と評価されたが、木内装室3の快適感は弱く、4室の中で最も

「気が散る」と評価された。

33，6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34．9

吉野スギを用いた実大木質内装室とこれを観察する被験者の視線移動の例

（16）熱帯上部対流圏循環の解明

1、研究組織

　代表者氏名：西　憲敬（京都大学理学研究科）

　共同研究者＝塩谷雅人（京都大学生存圏研究所）、鈴木順子（（独）海洋研究開発機構）、

　　　　　　　濱田　篤（東京大学大気海洋研究所）

2．研究概要

　熱帯上部対流圏（高度9－18㎞）における大規模循環・波動の性質を調べる。さらに、循環形成や波動励起

に関係の深い巻雲・乱層雲などの雲活動に関する解析を行った。

　a．赤道ケルビン波を中心とする循環場や波動の解析

上部対流圏にみられる赤道ケルビン波の速度について解析を行った。振幅増大時に経度的に局在化した局

面でみられる速度（15m／s）と、グローバルなスペクトルで最大のエネルギーをもつ速度（25m／s）の違いを認

識することが重要であることを指摘した。それぞれの速度を

もつ波の活動強度の経度・季節依存性を調べ、それらが相当に違う分布を示すことが明らかになった。ま

た、ENS0にともなう太平洋域の上部対流圏における風系の変化によって、この領域を通過する赤道ケルビ

ン波の数に明瞭な増減がみられることがわかった。

　b．MTSAT赤外データを用いた雲頂高度データセットの開発
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上部対流圏の雲活動を知るための雲頂高度データを拡充した。衛星天頂角の補正スキームを確立し、より

広域での利用が可能になった。その結果、赤道大気レーダー付近でも使用可能なテーブルが作成できた。

　C．乱層雲および巻雲の消長に関する解析

上部対流圏の雲活動における興味深い現象として、ITCZ域で東西3000㎞に伸びた震域の同時南北公害11（2007

年4月）を解析した。主にマイクロ波を用いたGSMaPによる降雨分布データとの比較により、公害1」進行時には

潜熱解放が続いており、それに伴う上昇流上端の発散風が南北分裂を促進している可能性を示唆した。ま

た、雲頂高度データを用いることによって、分割進行時の雲頂変化を正確に記述することができた。

（17）原子状酸素照射による木質炭素化物の構造変化の解明

1．研究組織

　代表者氏名：畑　俊充（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者：田川雅人（神戸大学工学研究科）、小嶋浩嗣（京都大学生存圏研究所）、

　　　　　　　梶本武志（和歌山県工業技術センター）

2．研究概要

　低地球軌道（地上約200－700㎞）を航行する宇宙機の外表面は、放射線や原子状酸素、紫外線に曝露され

る。そのため宇宙機の外表面には原子状酸素によって劣化しにくい材料を使用する必要がある。一般に有

機物を高温で処理して得られる炭素材料は耐熱性があり、軽くて高強度であるため宇宙機での外表面に使

用が試みられている。木質炭素化物は電気及ぴ熱の伝導性があり、燃料用途以外に様々な機能を付与する

ことが可能である。本研究では原子状酸素に抵抗性のある木質炭素材料を開発するため、木質炭素化物に

Siを含有させた焼結体試料を作成し、宇宙環境下のシミュレート実験を行った。作成した試料表面に原子

状酸素を照射し、照射前後の木質炭素化物表面性状を小角X線、TEM－EELSなどにより分析した。

　TEM－EELSによる分析の結果、試料内において木質炭素化物中のSiは酸化物になっていることが明らかと

なった。原子状酸素照射時に炭素はCOもしくはC0。となって気化することにより材料の浸食が進行し同時

にSiも酸化される。浸食の程度は材料中でのSiの配合比やカーボンの化学結合の状態に依存しているこ

とが明らかとなった。また、原子状酸素照射によりSiが酸化物を形成するとともに酸化物以外のSiとの

反応物生成物による浸食防止の可能’性が推測された。木質炭素化物とSiの焼結体による原子状酸素に対す

る抵抗性発現のメカニズムを構造の面から検討した結果、Si複合木質炭素化物が宇宙機の外表面に使用で

きることが示唆された。

（18）直パルス通電加熱による木質バイオマスの選択液化

1．研究組織

　代表者氏名：本間千晶（北海道立総合研究機構）

　共同研究者：畑　俊充（京都大学生存圏研究所）、渡辺隆司（京都大学生存圏研究所）

2．研究概要

　本研究では外部直流に24，OOOHzの周波数パルスが付与された直パルス通勤口熱（通電焼結）を適用し、

木質バイオマスから得られた液化物、熱分解残澁を有用物質として活用することを目的として、直パルス

通勤口熱の条件が生成物、液化物組成に及ぼす影響、熱分解残益性状の分析、機能化の検討を行った。

　加熱条件および触媒の添加が熱分解反応に及ぼす影響を把握するため、木質材料の熱分解液化の挙動お

よび生成物の組成を検討した。また、加熱条件が熱分解残油の組織構造、化学組成、性質に及ぼす影響を

把握するため、熱分解残澁の性状および機能に関する検討を行った。さらに、熱分解機構の解明に向けた

基礎データを得るため、熱分解液化物のGC－MS分析を行った。

　その結果、熱分解により生成する残流量、液化物量の分析により、液化物収率が500℃で最大となること

など加熱条件及び触媒の有無と熱分解生成物組成との関係が示された。また、性状および機能に関する検
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計として、FT－IR分析、液相吸着試験、化学組成分析を行った結果、処理温度と熱分解残澁の化学構造、ア

ンモニア吸着能等との関係が示された。TEM分析では触媒の有無が熱分解残澁の微細構造に及ぼす影響が示

された。熱分解液化物の㏄一MS分析等の結果、液化物構成成分と処理温度との関係、触媒添加の影響が一

部明らかとなった。

（19）昼間の熱圏中性大気風速計測のためのロケット放出リチウム観測用光学機器の開発と観測

1．研究組織

　代表者氏名：山本真行（高知工科大学工学部）

　共同研究者：山本衛（京都大学生存圏研究所）、渡部重十（北海道大学理学研究院）、

　　　　　　　阿部琢美（宇宙航空研究開発機構）、羽生宏人（宇宙航空研究開発機構）、

　　　　　　　石田遼太（高知工科大学工学部）、村上睦彦（高知工科大学工学研究科）

2．研究概要

　熱圏大気は中性大気と電離大気（プラズマ）に分かれるが、中性大気が主成分であるにもかかわらず、

その計測の困難性から熱圏の十分な理解が得られていないのが現状である。超高層大気も生命活動に必須

の大気圏と捉えれば、熱圏観測法の確立は、惑星大気全体の循環を踏まえた長期気候変動等を勘案した地

球生存圏の理解の上で非常に重要な基礎データを生む。代表者らは、J／㎜宇宙科学研究所の観測ロケット

搭載のリチウム放出装置（LES）から熱圏大気中にリチウム原子を放出し、同原子の波長670．8mの太陽共

鳴散乱光を用い熱圏中性大気風を観測することを目的として基礎研究を進めてきた。

　我々は2007年9月にLESを用いた実験に成功し、夕方の熱圏大気400㎞までの風速計測の手法を確立

した。観測には帯域20㎜のバンドパスフィルタを用いた。2011年6月には米国と共同して米国東海岸フ

ロップスにおいて昼間条件下の高度120㎞までの下部熱圏の風速計測を、また同年夏以降には鹿児島県内

之浦において明け方条件下での高度400㎞までの熱圏大気風の計測実験を実施予定である。
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図1リチウムイメージャー1＝よる背景光計測結果画像

　本研究では、明け方および昼間条件下の実験を想定し、実験条件として重要な背景光の定量的計測と装

置の検討ならびに装置開発を実施した。明け方条件の背景光計測、ならびにその延長として昼間条件に至

る条件下での背景光の計測は、大学院生の村上、学部学生の石田を中心に、2010年9月および11月に3回

実施した。リチウムイメージャーは夕方・明け方用の帯域12mのバンドパスフィルタを用いて計測し、

内之浦での実験に対しては、ロケット打上げ方位角を！23．5度、地上光学観測地点としては、足摺岬、内

之浦、奄美大島の3地点の選定が妥当という結論を導いた（石田，2011）（図1，図2）。
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　昼間観測用リチウムイメージャーとしては、研究チームならびに米国側実験担当者のMiguel　F．Larsen

教授と相談の上、視野角40度、F／6のテレセントリック光学系に帯域2㎜バンドパスフィルタを用いる解

を得て、フォトコーディング社に依頼し本ミッション研究費を活用し製作した。装置完成が年度末となっ

たため、4月に、山本真行、村上を中心として、同装置を用いた試験観測を実施し、6月の観測本番を成

功に導く。さらに夏以降に予定される内之浦での明け方～昼間条件に至る観測でも、既存の20㎜，12m

フィルタに加えて、本研究で製作した帯域2mの昼間用イメージャーを用いることで、近い将来の計画と

して我々のチームが提案している昼間の熱圏上部における観測を実施する際の基礎データを得て、定量的

な検討を行い、同実験を軌道に乗せたいと考えている。

参考文献：石田遼太，ロケット放出Li観測の為のS／N測定とWIND－2打ち上げ条件の設定，高知工科大学

卒業研究報告，2011．

（20）担子菌〃m就θ3γ舳！oo／oヅRC3株の発酵阻害物質分解性ラッカーゼ遺伝子の単離・同定と異種発現

解析

1．研究組織

　代表者氏名：渡邊崇人（京都大学生存圏研究所）

　共同研究者：Chartchai　Khano㎎nuch（ChiangMai　Univ．）、Woottichai　Nachaiwie㎎（Chiang　Mai　Univ．）

2．研究概要

　木質バイオマスからエタノールを生産する際、リグニン由来の分解物（フルフラール、バニリン等）が

酵母のエタノール発酵を阻害することがあり、その影響を最小限に抑えることが必要となる。研究代表者

の所属する研究室では、タイで単離され、42℃でも生育可能な担子菌肋mθCθHθr∫ゴ。o／or　RC3株のラッ

カーゼ（リグニン分解酵素の一種）画分が木質バイオマス前処理後の発酵プロセスの阻害物質を分解する

ことを明らかにしている。今回は、RC3株のラッカーゼの高産生条件の検討と諸性質の解析を行い、また、

その遺伝子の単離・同定と異種発現を試みた。

　本ラッカーゼは、米ぬか培地や銅存在下で活性が高く、アセトンやエタノール等の有機溶媒による沈殿

濃縮でも活性は保持されていた。また、ドデシル硫酸ナトリウムポリアクリルアミトゲル電気泳動

（SDS－PAGE）後のゲル上でも活性染色が可能であった。さらに、経時的に抽出したRC3株の菌体外酵素を

等電点電気泳動（IEF）及びSDS－PAGEに供し、活性染色した結果、本菌のラッカーゼには複数のアイソザ

イムが存在することが明らかとなった。一方、PCRをべ一スにした方法でラッカーゼ遺伝子の。DNAを取

得することに成功した。これを発現ベクターに連結後、メタノール資化性酵母〃C〃∂ρ舶Co〃∫へ形質転

換したところ、メタノール資化性とラッカーゼ遺伝子を有する形質転換体を多数取得した。

2．5生存圏フラッグシップ共同研究

　生存研に特徴的なプロジェクト型共同研究を支援するため、フ

ラッグシップ共同研究を立ち上げ、公募により3件を採択した。

フラッグシップ共同研究は、従来中核研究部などで個別に実施し

ていたプロジェクト型共同研究を、可視化・研究支援することを

主な目的とする。

R　l　S　H

（1）熱帯産業林の持続的生産米11刷こ関する多角総合的共同研究

研究代表者＝梅澤俊明

　化石資源の大量使用に基づく急激な地球環境の悪化や化石資源の枯渇予想により、エネルギー・食糧’

工業原材料の供給を、環境保全及び経済成長との折り合いのもとに達成する方策の確立が今後の人類の生
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存に必須となっている。そして、この方策の確立こそ、生存圏科学に与えられた使命と言える。

　化石資源に代わり、再生可能資源に対する依存度を上昇させることへの必然性は、既に世界的共通認識

となっている。再生可能資測こは様々なものがあるが、エネルギー供給に加え、炭素系工業原材料の供給

が可能な植物バイオマス資源はとりわけ重要であり、その資源育成と有効利用システムの確立が、世界的

に強く求められている。とりわけ、熱帯地域における樹木生長量は、温帯域のそれをはるかに上回ってお

り、熱帯産業造林の持続的維持管理とそこで得られる森林バイオマスの効率的利用が、再生可能資源依存

型社会において極めて重要となる。以上に鑑み、京都大学生存圏研究所では、その発足と共に、国内外の

研究機関と連携して、アカシアマンキウムやアカシアハイブリッド植林地において、大気圏・森林圏・人

間生活圏の物質循環の精測を行い、それに基づき、地域の環境を損ねることなく木材生産の持続性と循環

性を保証する方策を考えることを目的とした統合的・融合的研究を推進してきた。

　本共同研究では、熱帯アカシア資源の持続的生産利用基盤の確立を最終目的として、従来生存圏研究所

で蓄積してきた熱帯アカシア人工林に関する個別の成果に基づき、関係するあらゆる研究プロジェクトの

有機的連携を再構築するための総合研究を実施した。まず、平成22年5月25目にキックオフミーティ

ングとして「第1回生存圏フラッグシップンポジウム（第150回生存圏シンポジウム）環境を考慮した

バイオマス資源の確保戦略」を開催した。さらに、本研究では、従来の関連研究を継続すると共に、熱帯

人工林の持続性、熱帯早生樹の特性、熱帯早生樹の利用、熱帯早生樹のバイオテクノロジー、の4項目に

関する調査研究を行い、研究の必然性と将来の研究の方向性について再検討した。

鰯産榊繍Q認鰐鷲鮒餉期聰瞬

量帽←ト書ンシン

勝る沃新続債

熱帯産業林の持続的生産利用に関する多角総合的共同研究に関する調査報告書

研究代表者：梅澤俊明（生存圏研究所森林代謝機能化学分野）

報告者：梅澤俊明
調査日：平成23年2月7目～3月31目
（調査結果）

　本調査研究の目的は、従来生存圏研究所で進めてきたアカシアを始めとする熱帯早生樹の人工林の持続

的維持と利用の現状について傭瞭的に把握し、得られた情報を合理的に解析することにより、今後の関連

研究の方向性の再構築を行うことである。

　熱帯地域における持続的な大規模産業造林は、持続的、循環的な木質バイオマス資源の生産基盤として、
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我が国の資源確保や地元住民の経済活動・福祉に大きく貢献している。その一方で、遺伝的多様性に乏し

い限られた系統の連続的かつ土地集約的な植林に伴う「生産の問題」、土壌栄養分の短期収奪に関する「持

続性の問題」、地域住民の生活保証や経済振興といった「社会問題」、木質資源の効率的な材料変換やエネ

ルギー変換に関わる「利用の問題」など生存圏全体に関わる様々な課題が存在している。これらの課題の

解決には、従来の技術では不十分であり、関連学術基盤の深化に基づく圧倒的な技術革新が必須である。

これらの課題解決に向けて、生存圏研究所では、その発足とともに、国内外の研究機関と連携して、イン

ドネシア南スマトラ州、リアウ州、マレーシアサバ州などの事業植林地をフィールドとして、大気圏・森

林圏・人間生活圏の物質循環の精測を行い、それに基づき、地域の環境を損ねることなく木質バイオマス

資源生産の持続性と循環性を保証する方策を考えることを目的とした総合的研究を行ってきた。その結果、

アカシア人工林の育成と利用に関して、多くの個別的プロジェクトが進行し、それぞれ成果を上げてきた。

しかしこれらの個々のプロジェクトの発足以来既に6年が経過したことから、フラッグシッププロジェク

トの一環として研究の方向性について検証することとした。

　具体的には、熱帯人工林の持続性、熱帯早生樹の特性、熱帯早生樹の利用、熱帯早生樹のバイオテクノ

ロジー、の4項目について、それぞれに4～6個程度の小項目を設定し、熱帯早生樹（特にアカシアを対

象とし、ユーカリも含める）の持続的生産利用の現状把握と将来展望について合理的評価を行っている。

調査結果は、生存圏シンポジウムに於いて報告し、今後の方向性について討議すると共に、結果の取りま

とめを生存圏研究に報告する。

（2）バイオナノマテリアル共同研究

研究代表者：矢野浩之

　植物細胞の基本骨格物質であるセルロースナノファイバーは、鋼鉄の1／5の軽さで、その5倍以上の

強度（2－3GPa）、ガラスの1／50以下（0．1ppm／K）の線熱膨張係数を有するスーパーナノ繊維である。木材

等、植物資源の50％以上を占めるほほ無尽蔵の持続型資源でありながら、ナノファイバーレベルまでの

解繊コスト、ナノファイバー故の取り扱いの難しさなどから、これまで工業的利用はほとんどなされてい

ない。しかし、低炭素社会の早期実現に向けて、20世紀を支えた「炭酸ガス排出型マテリアル」から、「炭

酸ガス吸収固定型マテリアル」へのパラダイム転換が叫ばれる中、新規の低環境負荷ナノ材料として、世

界中で、近年、急速に研究が活発化している。このような背景のもと、本フラッグシップ共同研究は、生

存研が有するセルロースナノファイバー材料やキチンナノファイバー材料といったバイオナノマテリアル

に関する10年近い共同研究実績を基に、生存研にバイオナノ材料において世界をリードする共同研究拠

点を構築することを目的として行っている。

図：セルロースナノファイ
バー（上）とそれを基盤とし

たバイオナノマテリアル研
究の拡がり（右）。
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　本共同研究の特色は“異分野連携’’、“垂直連携”といった“連携”である。生存圏科学の拡がりを活用

して、生物資源材料を扱う研究者、そのナノエレメントの化学変性や再構

築を行う研究者、さらには材料を部材化し自動車や電子機器への応用に取り組む研究者、といったこれま

でっながりの薄かった分野の研究者が垂直連携して、持続型生存圏の構築に資する先進的生物材料の開発、

実用化を目指している。

セルロースナノファイバーの製造方法に関する調査報告書

研究代表者：阿部賢太郎（京都大学次世代開拓研究ユニット）

報告者：阿部賢太郎
調査目1平成23年2月1目～2月28日
（調査結果）

1）はじめに

　近年、様々なナノ材料が生み出される中で、植物由来のミクロフィブリルが持つ優れた性質と形状に注

　目が集まり、新しいナノファイバー材料として利用するための研究が数多く行われている。以下に、植

　物から単離されるナノファイバー状のセルロース（＝セルロースナノファイバー）の製造方法にっいてい

　くつかの研究例を交えて紹介する。

　本稿に表記するナノフアイバ』は全て直径がナノメートルサイズ（主に100nm以下）の長繊佳を意味す

　る。また論文によっては。ellulosenanofibrilやnanofibrillatedcellu1oseなどと呼ばれることもあ

　るが、ここでは全てセルロースナノファイバーもしくは単にナノファイバーとした。

2）セルロースナノファイバ』の製造

2．1．原料について

　セルロースミクロフィブリルは植物細胞壁の主要な構成要素であるため、あらゆる植物がナノファイハ

　一原料になりえる。他にも微生物が生産するバクテリアセルロースやホヤ類の被嚢も原料として用いら

　れる。ここではナノファイバーの原料に最も広く用いられている植物資源について簡単にまとめる。

　木材は植物原料の中でも最も豊富に存在する資源であり、一般に紙パルプとして身近にあるため、ナノ

　ファイバー製造においても多く用いられる。次いで広く用いられている原料は農業副産物である。つま

　り農作物の非食用部や、農作物から食品を製造する際に生じる副産物のことである。地域に適した数多

　くの農作物があることから、世界中で幅広い植物原料が用いられている。いくつか列挙すると、ポテト・

　シュガービートパルプ（デンプンおよび砂糖の搾りかす）、稲・麦わら、バガス、大豆の豆皮や豆殻およ

　びバナナの花軸や偽茎7）等からナノファイバーが単離されている。他にも緑藻類のシオグサもナノファイ

　バー原料の候補になりえる。

2．2．単離法について

　ミクロフィブリルはヘミセルロースやリグニンなど他の細胞壁成分と共に複雑な多層構造をもつ細胞壁

　を形成している。それゆえナノファイバーを単離するためには、まず精製処理を行い、その後何らかの

　解繊処理を施す必要がある。セルロースの精製法はすでに広く知られているため、ここでは解繊処理に

　っいてまとめる。

　解繊処理には大きく分けて化学的解繊と機械的解繊の2種類がある。

　化学的処理として挙げられるのは主に酸川水分解とTEMPO酸化である。硫酸等を使ってセルロースの非

　結晶領域を加水分解することによって得られるセルロースは、高い結晶性を示し幅は10－20㎜となるが、

　長さが200㎜程度と一般的なナノファイバーに比べて短い。そのため、ウィスカー（ナノウィスカー）

　やナノグリスタルとも呼ばれる。1995年にFavierらがホヤから調製したセルロースウィスカーを補強繊

　雄として初めて利用しゴムの物性を飛躍的に向上させて以来、ウィスカーの製造および利用は今日でも

　広く行われている。

　機械的解繊とは、様々な機械を用いて細胞壁をほぐしてナノファイバーを単離ある手法である。色々な
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装置の中で最も広く用いられている装置は高圧ホモジナイサーである。高圧ホモジナイサーとは、試料

懸濁液を細いノズルから高圧下で押し出し、その際に生ずる高い勇断力によって試料を粉砕する装置で

ある。繰り返して処理することで木材パルプの外側からリボン状の薄片が剥がれ、さらにその薄片がナ

ノファイバーへと徐々にほぐれる。しかし、解繊が不十分で単独のナノファイバーにまでほぐれていな

い場合、ミクロフィブリル化セルロースとも呼ばれる。Microf1uidizerTHと呼ばれる装置もここに含まれ、

同様に広く用いられている。また、これら機械的解繊を効果的に行う前処理として酵素処理を行う例も

ある。

その他の機械的解繊として、セルロース試料の水懸濁液を高速で衝突させることでナノファイバーを得

る対向衝突（ウォータージェット）法や、超音波処理法がある。

　最後に紹介する装置がグラインダーである。グ

　ラインダーとは、高速で回転する2枚の砥石の

　微小な隙間に試料懸濁液を通過させることによ

　って試料を磨砕する装置である。

　機械的解繊は基本的に10－30回程度の繰り返し

　処理を必要とする。しかし、それに伴い得られ

　る。

　ナノファイバーのセルロース結晶性や分子量が

　徐々に低下するという報告もあり、機械的解繊

　はできる限り簡便に行うことが望まれる。特に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図1木材から吊離した幅15nmのセルロー
　市販の乾燥パルプを原料に用いた場合、ナノフ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ステノ7アィバー
　アイバーの単離は困難となる。これは、精製処

　理によりむき出しになったセルロースが乾燥下で水素結合し強力に凝集するためである。そこで乾燥凝

　集を避けるために、木粉を精製処理した後に未乾燥状態のままグラインダー処理によって解繊を行った

　ところ、わずか1回の解繊処理によって幅約15nmの均質なナノファイバーを単離することが可能となっ

　た（図1）。これは細胞壁中に本来存在しているミクロフィブリル束ではないかと考えられる。この結果

　から、出発原料は乾燥していても良いが、精製後の試料は乾燥させないほう良いと言える。乾燥パルプ

　は確かに便利な原料ではあるが、そもそもナノファイバーを単離する行程で乾燥処理は必要ない。今後

　セルロースナノファイバーを広く利用するためには解繊処理だけでなく、その前の精製処理についても

　深く検討する必要がある。

3）おわりに

　　現在では多様な植物原料から様々な手法によってセルロースナノファイバーを単離できるようになっ

　ており、単離技術のみについて最近の報告例は少ない。単離することが最終目的ではないため、今後は

　このナノファイバーを幅広い分野でいかに有効に使いこなすかが課題となる。現在は補強繊維としての

　利用が主であるが、今後ゲルや不織布シート等様々な形でナノファイバーの利用がさらに展開されるこ

　とを期待する。

Bi0－nanOHbe「sandtheirnanOcOm　Ositcsfbrstructu工ala1icati㎝s－curr㎝ts佃teandbe　ondに菊する…口査　告主

研究代表者：AntonioNo㎡oNakagaito（徳島大学大学院ソシオテクノサイエンス研究部）

報告者：AntonioNo㎡oNakagaito

調査日：平成23年2月1日～2月28日
（調査結果）

　Cellu1ose　is　apolysa㏄ha㎡de㎞㎜㎞gthe丘ameworkofgreenplantcellwa11sand　itisthemostabundant佑mof

biomass　on　E舳h．Ce11ulose　is　always　present　in冊舳ar　fb㎜，nanoibers　comphsed　ofs血aight　mo1ecular　chain

po1ymers　arranged　paraue1to　their　axes　with　hydroxy1groups　comected1aterauy　by　hydrogen　bonds．This㎜ique
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con丘g皿ation　grants　remarkable　mechanical　properties　to　these　nanofibers，which　are　comparab1e　to　those　ofaramid

fibers．Ce11u1ose　nanofibers　compete　we11with　synthetic丘bers　as　they　are　relatively1ess　costly，renewab1e，r㏄yclable，

and　possess　high　strength　per　weight．Chitin　is　another　abmdant　polysaccha㎡de　and　is命㎜d　in　the　hard　mate㎡al

fomingtheexoske1etonofm㎞necrustaceans，insectsandinthece11wa11sofmanymamentous㎞gi．Themolecu1ar

stmcture　of　chitin　is　identical　to　that　of　ce11u1ose　with　the　exception　of　a　hydroxyI　group　replaced　by　an　aceセII㎡do

group．The　on1yway　to　exploit血ese　bio－nanoibers　inuse制1oadbearing　materia1s　is　to　ex位act　them丘。m止he　ohg㎞a1

tissues　to　use　as　reinforcement　in　nanocomposites．

　　Research　on　ce11u1ose　nanofibers　and　whiskers　has　been　initiated　by　researchers　at　CERlM＾V－CNRS　in　France，In

1995，Faviereco正［1，21reported　the　production　ofpolymer　mms　rein鮎rcedwi血whiskers　extracted丘。m　sea　aエ1ima1s，

tunicates．An　aqueous　suspension　of1atex　obtained　by　copo1yme㎡zation　ofstyrene　and　butyl　ac町1ate　was　mixed　with

an　aqueous　suspcnsion　oftしmicin　whiskers　and　mm　casted　at　room　tempcra血re－This　method　a11owed　we11　dispersed

whiskers　t㎞oughout　the　composite．Fi1ms　up　to6w士％of　ce11ulose　e油ibited　an　increase　h　shear　modulus　in血e

rubbe収state　of　more　than榊。　orders　ofmagni血de．Moreover，whereas　the　modu1us　ofthe　ma㎞x　decrcased　wi曲

tempera1］』re，the　modu1us　of　the　composites　remahed　constant　up　to　the　temperature　where　ce11ulose　starts　to

decompose．The　musua11y　Iarge　rein而rcing　e価ect　was　exp1ained　by曲e　phenomenon　of　perco1ation，a　mutua1

interactionofnano－e1ements胞㎜inga㎡gidne榊。rkofhydrogenbond－co㎜ectedrein他rcingphase．

　　In制1owing　works［3，4］，Du丘esnc　and　coworkers　rein比rced　p1asticized　potato　st肛。h　with　potato　parenchimal

nanofibers　to　improve　the　modulus　abovc　Tg　and　water　sensitivity，lwo　typica1drawbacks　of　starch．Above　Tg　a

modu1us　increase　ofabout2ordcrs　ofmagnitudc　was　reported　even　at　a　m1er　content　of5w1％．But　when　Angles　and

Du丘esne［5，6］produced　composites　fi11ing　p1asticized　starch　with　t㎜icin　whiskers，the　storage　modu1us　ofa25wt％

whisker　at365K（above　Tg）wasjust　about20times　higher　than　that　ofthe　matrix，contrasting　with出e　much　higher

reinforchg　e脆。t　ofp1asticized　starch　fi11ed　with　ce11u1ose　nanofibers［3］．They　conc1uded　that曲e　disparity　was　due　t0

di舖erences　in　nexibi1ity，of　sti征ミ㎜d　straight　whiskers　contrasted　to　nexible，hai収nanofibers．They　suggcsted　that　in

composites　with　whiskers，the　rein危rcing　e茄ect　is　based　on　the　fo㎜ation　ofhydrogcn－bo㎜d　n榊。rk　whi1出r

composites　with　nano丘bers　the　rein胎rcement　is　a㏄omplished　by　the　same　hgid　nctwork　but　also　by　an　additiona1

entangling　e価ect．The　entangling　e脆。t　ofmicrofibhIs　was　confiImed　in　a1ater　study　by　Sam廿ef〇五［7］。Ce11u1ose

whiskers　are　s廿。nger　than　ce11ulose　nanonbers　ifconsidered　in　tems　ofmechanica1prope廿ies　ofthe　individua1

elements，since　whiskers　consist　of　monoc収sta1s　whereas　nanofibers　are　comprised　of　cWsta11ine　cellu1ose　wi血

weaker　amo叩hous　domains　along　their　axis－However，ifthe　conective　behavior　ofthese　e1ements　inside　a　composite

is　taken　into　a㏄ount，nanoibers　de1iver　more　e茄㏄tive　reinbrcement　than　whiskers　owing　to　the　perco1ation　through

hyホ。genbonds　supplementcdby　mutua1entang1cmcnts－

　　Aconclusiveevidenceofthece11u1osenanofibersre㎡forcingpotentia1wasshownbyYanoandNakah㎜a［8］when

theydesc㎡bedtheproductionofmo1dedmate㎡alsbasedon㎞cro丘bh11atedce11ulose（MFC），aco㎜ercia11yavai1ab1e

ce11ulose　nanoiber　mo叩ho1ogy　obtained丘。m　krai　pu1p．Materia1s勉b㎡cated　without　any　adhesive　achieved　a

bending　s舵ngth　of250MPa．With　thc　addition　of　on1y2wt％oxidized　starch，the　yie1d　strain　doub1ed㎜d曲e

bending　strength　increased　t0310MPa．This　unusua11yhigh　str㎝gth　was　a血ibutedto　the　interactive　secon切forces

deve1oped　between　the　nanometer　sca1e　web－like　nctwork　of㏄11u1ose　ibriIs．Conside㎡ng　the　good　compatibility

be1weence11u1oseandpheno1icresin，sheetsobtainedbym倣ationofMFCs1㎜｛eswereimpregnatedwithathe㎜oset

resinpheno1危㎜a1dehyde（PF），stackedin　layersandcompressionmo1ded㎜derpress㎜es　ashighas100MPa［91－

Thc　mechanical　properties　obtained　were　significantly　e㎞anccd，thc　Young’s　modu1us　achieved19GPa　md　the

blnding1位e噌ha肋inedwalabout170MPa，丘gure11omparablltotholeoflo㎜lrlialmgnlliuma11oy・When

compared　to　composites　based　on　non－ibri11atedpulp丘bers勉b㎡cated冊11owing　thc　same　compression　mo1ding　ofPF

imprcgnated　shcets，MFC　nanocomposites　had　slight1yhigherYomg’s　modulus，butexhibitedabout1．5times　higher

bending　strength．Having　similarmodu1us，the　higher　strength　was　a　direct　consequence　ofahigher　strain　at丘acture　of

MFC－basedcomposites．
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　　In　orderto　detem㎡ne　how　the　degree　offibri11ation　ofkraipu1p　rein危r㏄ments　a脆。ts　the丘na1composite’s　strength，

samples　were　produced　using　wood　pu1p　wi㎞di脆rent1eve1s　ofrefining　and　homogenizing　treatments［10］．MFC　is

obtained　by　repeated　mechanica1action　of　a　high－press㎜e　homogcnizer　on　wood　pu1p　previous1y　treated　by　a　disk

re㎞erThen㎜berofpassesthrou虫thehomogenizeraswe11asthen㎜berofpassesthroughthere㎞erdetem血es

the　degree　offibrillation，resu1ting　in　di脆rent　ce11u1ose　mo叩hologies．PF　was　used　again　as血e　binder　andthe　method

to　produce　the　composites制1owed　the　procedure　adoptedprevious1y　There　was　no　change　in　stren蝕佑r　composites

prepared　using　pu1p　fibers位eated　by　refiner　up　to16passes，however，a　stepwiso　increase　occuITed　when　the　treatment

attained30passes　through　the　reiner　The　strength　sudden1y　increased丘。m　about200MPa　t0300MPa．Scaming

electron　microscopyobsewations　revea1ed　that丘briua㎡on　of血e舳ers　su1曲。e　so1elydid　not　increase　fiberinteracdons．

Only　the　comp1ete　ibh11ation　ofthe　bu1k　of血e　fibers　rcsu1屹d　in　an　increment　ofmechanica1properties，and　additiona1

ibrillation　by　homogenization　l■eatment1ed　to　a1iIiear　incre鵬e　of　strength．Nanofibrillation　e1iminates　de危。ts　or

weaker　parts　of　the　orig㎞a1丘bers　that　wou1d　act　as　the　st鮒ing　point　of　cracks．Besides，砒e　work　of丘act皿＝e　is

e1］hanced　due　to　the　hi曲1y　extended　s㎜曲。e　area　ofnetworked　nanoibers　which　generates　m　increased　bond　density

thats1owsdo㎜crackpropagation．Thisstudydemons血atedtheneedofnano丘b㎡11ationtoa吻缶enhanceds廿en蝕，

which　is　notpossib1e　to　achieve　wi血micro－sca1e　ibers．

　　C㎜＝ent1y，血e　m句。r　obstacle　to　a　widespread　adoption　ofce11u1ose　nanofibeトbased　composites　is　the　high　energy

input　needed　for血e　nanofibri11ation　processl　The　cost　ofnano血ber　extraction　is　sti11　high　and　the　yie1ds　are1ow．The

productionofco㎜ercia11yavai1ablemicro丘b㎡11atedce11u1ose，forins伽nce，requ吐es㎝energycons㎜ptionof

30，OOO　kWh／to㎜e．However，re㏄nt　developments　in　pre一血eatments　like　enzymadc，anionization，and　ca廿。nization

with　postehor冊舳ation　throu虫a　micro刊uidizer，accomp1ished　at　Imventia　in　Sweden，brought　the　energy㎞put

do㎜t0500－2，000kW舳。me［u］一While　cenulose　is　quite　di冊。ult　to　nano丘b㎡11ate，chitin　seems　to　be1ess

demanding．I血㎞et　a11［12，13］have　demonstrated　that　by　cationization　of　chitin　prior　to餉nding　treatment，it　is

possib－e　to　nan〇五bhuate　even　previous1y（㎞ed　p㎜価ed　chidn．Dワing　produces鮒。ng　interactions　among　nan〇五bers

by　hyホ。gen　bonds，making　it　harder　to　separatc　them．O血er　possibi1ities　are　related　to血e　souエ。e　of　ce11ulose，

parenchyma㏄11s丘。m㎞its　and　roots　can　be　fibrillated　more　easily　than　wood　fibers，These　raw　mate㎡als　can　bo

obtained　as　a虫。u1t皿a1by－Products　aier　the　extraction　ofjuice　or　sta／rch．These　examp1es　are　s皿e　indications　that

progresses　in　nanofib㎡11ation　tec㎞iques　wm　soon　overcome　the　cost　barrier　to　produce　inexpensive　nanofibers　as

production　sca1es　up．Considering血at　the　research　interest　in　ce11ulose　nanofiber　app1ications　s伽rted　to　grow　about

丘veye㎜sago㎝dwehaveseensuchapro酊ess，itisnotinconceivab1etobetthatco㎜odi廿zationofnano丘berswi11

be　possible　within　another　five　years．

　　Amtherm勾。r　issue　conceming曲e　production　ofnanocomposites　is　the　burdcn　in　dispersing　hydrophi1ic　nanofibers

in　hydrophobic　po1ymer　ma㎞xes－Up　to　now　most　of血e　high　strength　nanocomposites　were色bricated　by

impregnating　paper－1ike　sheets　of　nanoibers　with　po1yme㎡c　res㎞，especially　the㎜osets．However，success制

reinforcement　of曲emop1astic　po1ymers　with　nanofibers　is　sti11rare．Perhaps　the　me曲。d　c1osest　to　an　indus㎞a1

processisthatreportedbyJonoobietaL［14］whoaccomp1ishedcompomding㎞ougha耐in－screwextruderToa肋in

good　dispersion　ofnanofibers，a　master　batch　was　prepared　by　disso1ving　polylactic　acid㎞to　an　organic　so1vent　tO

disperse　mn〇五bers　at　high　concen施tion－The　mix血re　was　d仙ted　t〇五nal　mnofiber　contents　d㎜｛ng　extmsion・This

approach　is　simi1ar　to　those　proposed　by　Iwatake　et　al．and　S㎜yanegara　et　al．，but1imited　only　to　the　initia1step．The

subsequent　extrusion　step　is　the　same　adopted　by　plastics　manu曲。turers．Idea11y　the　so1vent　use　should　be　e1iminated

to　make　the　process　comp1cte1y　cnv辻。㎜en施11y冊endly1n　other　s血dies，Tingaut　et　a1．［15］have　success制1y

dispersed　acetylated　ce11u1ose　nano丘bers　in　ch1orofbm　upon的ing，whereas　Eyholzer　et　al．［16］prep鵬d

carboxymethylated　ce11u1ose　nanofibers　that　could　be　redispersed　in　water　a丘er丘eeze一仕ying．These　accomplishments

show　the　potentia1to　chemicauy　hydエ。phobize　nano冊ers　in　order　to　avoid　agg1omerations　in　polar　and　nonpolar

media．Even　though　nanocomposites　ca㎜ot　yet　be　produced　exclusive1y　by　extmsion　compo㎜ding，an　adequate

chcmicalmod冊。ationofce11ulosenano自bersseemstobethekcytoa廿aingooddispersioninthe㎜op1asticma㎞xes。
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Moreresearchwi11concen位ateonthecompo㎜dingofnano丘berswi出血e㎜op1asticsinthenextyearssoastobhng

血ese　materia1s　closer　to　indus㎞al　production．Once　it　happens，a　potentia1appHcation　would　be　in　automotive　body

panels（e．g．，the　SmartFor1wo），where　weightreduction　is　essentia1to　improve　mi1eage　inboth　combustion　engine　cars

ande1ec㎞cvehicles．Ce11u1osenano冊erswou1dprovides舳ess，impacts廿en蝕andv町1ow砒ema1expansion危r

reduced　gap　tolerances　in　such　apP1icadons．

Ashighpe命㎜ancecompositeshavebeenproducedusingbio－mno丘bers，曲eresearchwi11naturallyextendtothe

rein危rcement　ofbiopo1ymers　to　clear　up　some　ofthe　shortcom㎡gs　that　keep　these　sustainab1e　plastics　sti11out　ofthc

market．The　deve1opment　of　high　pe曲mance　and　completely　bio－based　composite　mate㎡als　wi11be　the　most

promising　area　ofresearch　inthe危rthcoming　years．
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プリンテッド・エレクトロニクスにおけるセルロースナノファイバー研究開発に関する調査報告書

研究代表者：能木雅也（大阪大学産業科学研究所）

報　告　者：能木雅也

調査日：平成23年2月1目～2月28目
（調査結果）

1）はじめに

　　プリンテッド・エレクトロニクス（PE）とは、新聞や雑誌を刷るように、印刷により大量に高速に電

　子部品や機器を製造する新技術である。PEの対象となる製品群は極めて幅広く、今後20年間で40兆円

　の新たな規模に成長すると期待されている。そこで、インクとなる有機・無機・金属のナノ材料、高評

　細に制御された印刷技術など極めて広範囲な技術基盤形成が望まれ、その技術開発を世界中で競い合っ

　ている。

　現在、PE用基板として、薄板ガラス、ポリイミド、PETなどが候補であるが、いずれも性能や価格にぞ

　れぞれ長所・短所がある。そのため、セルロース基板（紙）もPE用基板の一つとして考えられ、幾つか

　の研究報告がある。そこで、PEを中心にデバイス開発分野での、紙からセルロースナノファイバーまで
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　セルロース材料の開発事例を紹介する。

2）既存技術で作製した「紙基板デバイス」

　　本節では、フォトリソグラフィー、エッチング、真空蒸着など従来のデバイス作製技術を利用して、

　セルロース基板上にデバイス作製を試みた研究事例を紹介する。

　Korea　Electron．Techno1．Inst．のHanグループは、インクジェットプリント用紙へ有機TFT回路の作

　製した1）。GeorgiaInstituteofTechnologyのTentzerisグループは、耐水ポリマーをコートした紙の

　上に銅箔を貼り付け、RFIDタグ（Radio　Frequency　Identificationタグ、電波による個体識別用タグ）

　を作製した2）。ポルトガルのFortmatoは、セルロースシートを誘電体基板としたFET（field－effect

　tranSiStOr）を作製した3〕。東京大学　染谷グループは、ポリイミドを塗布したミクロフィブリル化セル

　ロース基板で、メカニカルスイッチデバイスを作製した4）。ハーバード大のWhitesidesグループは、ゼ

　ロックスインクジェットプリント用紙へ導電性ワイヤ（ヒーター）を蒸着し、その裏側へ熱変色インク

　を塗布し、サーモクロミックディスプレイを開発した5）。

3）印刷技術で作製した「紙基板デバイス」

　　本節では、印刷技術を利用して、セルロース基板上にデバイス作製を試みた研究事例を紹介する。

　スウェーデンLinkopi㎎大のBerggrenグルーブは、Ce11u1ose－based　fine　paper上へ導電性高分子

　（PEDOT：PSS）を印刷し、2002年にアクティブマトリクスディスプレイ6〕、2005年にロジックサーキット

　7〕を作製し、2007年にはボタン入力装置とバッテリーを普通紙の上に印刷したデバイスを紹介した呂）。ル

　ーマニアのDragomanグループは、normal　paperベカーボンナノチューブインクをレーザープリンター

　してRFIDアンテナを作製した9）。オーストラリアのClarkグループは、亜鉛・カーボン・ポリマーコン

　ポジット（陰極）とPEDOT（陽極）を紙（glossy　photo　paperと。opy　paper）に印刷（スクリーン印刷・

　インクジェット印刷）したフレキシブルなリチウムイオンバッテリーを作製したm）。スタンフォード大

　のLia㎎bi㎎Huらは、カーボンナノチューブ（CNT）とセルロースを利用したフレキシブルなバッテリ

　一の開発を精力的に行っており、CNTや銀ナノロッドを普通紙やXerox紙へ塗布した導電性スーパーキャ

　パシタ11〕、CNTをコットンシートで漉き上げた導電性スーパーキャパシタ12）、CNTシートをXerox紙へ貼

　り付けたリチウムイオンバッテリJ3）を開発している。

　セルロース基板上にデバイスを作製するためには、セルロース基板への金属ナノインクの印刷・加熱し、

　基板上へ金属配線を作製する必要がある。ドイツKITのFeldmamグループは、室温で還元可能な銅化合

　物ナノ粒子インク（水素化ホウ素ナトリウム水溶液使用）を開発し、紙基板上へ銅配線の作製に成功し

　た14〕。フィンランドVTTのAllenグループは、市販インクジェットプリンタ用紙のシリカ系の無機材料

　受理層では、銀ナノ粒子インクの焼結が促進されることを報告した15〕。

4）セルロースナノファイバー用いたデバイス作製へ応用可能な基礎技術

　　最後に、セルロースナノファイバーを用いた研究事例をいくつか報告する。これらの論文ではデバイ

　ス作製を行っていないが、いずれもデバイス作製へ応用可能な基礎的な研究成果である。

　導電性高分子ポリピロールの補強フィラーとして、ミクロフィブリル化セルロース16〕、セルローステノ

　ファイバJ7〕が使用されている。TEMP0酸化処理したセルロースナノファイバーは、銀ナノ粒子1品〕や金ナ

　ノ粒子］目〕を把持させることが可能である。Niuらは、ゾルゲル法を利用して、セルロースナノファイバ

　一上（濾紙）へCdSe（セレン化カドミウム）ナノ粒子を凝集させ、緑色の蛍光発色するシートを作製し

　た鋤。II－VI族半導体の1つであるCdSeは、太陽電池や光センサ（電気抵抗が光の強さによって変化す

　るフォトレジスタ）などへ用いられる。Berg1undらのグループは、磁性セルロースエアロゲルを開発し

　た21〕。磁性材料は、メモリが開発可能である。

5）まとめ

　　「セルロ』スまたは紙を用いたデバイス作製」は、非常に幅広く・活発に研究がなされている。しか

　し現在、デバイス技術は、重厚長大なデバイス作製技術からロールトゥーロールに代表されるようなプ

　リンテッド・エレクトロニクスヘの過渡期である。」方、セルロース分野においても、セルロース繊維

　からセルロースナノファイバーへとトレンドが変わりつつある。したがって、「セルロースナノファイバ
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　　一を用いたプリンテッド・エレクトロニクス」という観点での研究事例は、まだ、報告されていなかっ

　　た。

1）　Y．H．Kim　eゴ。∫。“Organic　TFT　Array　on　a　Paper　Subs㎞ate”伍五万〃eαro〃D州。eZeπ25（2004）702－704．

2）　Li　Yang　ec　oZ．“R二FID　Tag　and　Rf　Stmct■ユres　on　a　Paper　Substrate　using　In均et－Printing　Tec㎞ology”〃犯万〃α〃s．

　　　　〃たmwmeoα肋ん．55（2007）2894－2901

3）E．Fo伽atoeCoム“High－Pe㎡o㎜anceF1exibleHybridField－E価ectTransistorsBasedonCe11u1oseFiberPaper”

　　　　∫万五万万’ecか0η」〕eソたe　Zeκ29（2008）988＿990

4）　S　Couderc　ef　oJ．“A　mechanica1switch　device　made　of　a　poIyimide－coated　micro丘brillated　ce11ulose　sheet’リ．

　　　　〃。”omec乃．M1ヒ”oe〃9．19（2009）055006

5）A．C．Siege1eC　ol．“Thin，ligh1weight，お1dab1e　the㎜ochromic　disp1ays　on　paper”ωo〃。　Cゆ9（2009）

　　　　2775＿2781

6）　P　Andersson　efα’一“Active　matrix　displays　based　on　a11－organic　e1ectrochemical　smart　pixeIs　printed　on　paper”

　　　　ノ沸。〃。ea肋‘eれαZ∫14（2002）1460＿1464．

7）　D．Ni1sson　eCo∫．“Electrochemical　logic　ckcuits”ノめαηceaMb卿わる17（2005）353－358，

8）　Berggren　e‘αZ．“Organic　matc㎡als　forp㎡nted　electronics”Mα肋eMb柳jαZs6（2007）3－5．

9）M．Dragoman　e〃。“W㎡ting　simp1e㎜T　electronic　devices　on　paper　with　carbon　nanotube　ink”Mηofec加。’o馴

　　　　20（2009）375203

10）M－Hi1dere〃．“Paper－based，phntedzinc＿a廿batteW”力m〃。Zψower∫o舳e∫194（2009）1135－1141

11）Liangbing　Hu　e’α∫。“High1y　conductive　paper　for　energy－storage　devices”PM∫106（2009）21490－21494

12）Liangbhg　Hu　eC　oム“Stretchable，Porous，and　Conductive　Energy　Textiles”Mo〃。　Zeκe州10（2010）708－714

13）Liangbing　Hu　eC　oム“Thin，Flexible　Secondary　Li－Ion　Paper　Batteries”■4C∫Mmo4（2010）5843－5848

14）S．Wo1feC　oム“Cu2X（OH）3（X＝C1一，N03一）：synthesis　ofnanop㎞cles　and　its　app1ication　br　room　tempera血e

　　　　deposition／phnt㎞gofconductivecopperthin一行㎞s’’ノ．肋倣α舳．20（2010）7694－7699

15）M．Allen　eサαZ。“Subs倣ate一曲。ilitated　nanoparticle　sintehng　and　component　intercomection　procedure”

　　　　ハわηoτecゐ〃。Zogレ21（2010）475204

16）C．Sasso　ec　o’。“High1y　Conducting　PolypWo1e／Ce11u1ose　Nanocomposite　Films　with　E㎞anced　Mechanica1

　　　　PrOperties””crOm0’ec”0r肋Ceれ。Z∫α〃a万〃g加eer加9295（2010）934＿941．

17）G　Nystrom　e〃一“ANanocellulose　Po1ypWole　Composite　Based　on　Micro衛b㎡llated　Ce11u1ose丘。m　Wood”ノ．

　　　一Pゐツ∫．C乃e〃i．3114（2010）4178＿4182．

18）S－I血㎞ef　oJ。“Synthesis　ofSi1ver　Nanop㎞cles　Templatcd　by　TEMPO－Mediated　Oxidized　Bacte㎡a1Ce11u1ose

　　　Nanofibers”〃。moc”omo∫ec〃e∫lO（2009）2714－2717．

19）H．Koga　e∫α’一“Topochemica1s〕mthesis　and　catalysis　of　meta1n㎝oparticles　exposed　on　cWsta1hne　ce11ulose

　　　nanofibers”C乃e’m．Gomm〃〃．46（2010）8567－8569．

20）Tao　Niu　ef〇五“Lm1inescent　cellulose　sheet曲bricated　by曲。ilc　sclf－assembly　ofcadmium　se1enide　nanopartic1es

　　　on　ce11ulose　nanofibres”ノ。〃。eκCゐem．21（2011）651－656．

21）R－T．01sson　e〃．“M汰ing　nexib1e　magnetic　aeroge1s　and　st岨magnetic　nanopaperusing　cenulose　nanofibdls　as

　　　temp1ates”Mom肥ハわηo胞。伽。Zogレ5（2010）584－588

キチンナノファイバーの製造方法およびその利用開発に関する調査報告書

研究代表者：伊福伸介（鳥取大学工学研究科）

報告者：伊福伸介
調査日1平成23年2月1日～2月28目
（調査結果）

1）はじめに
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　　ナノテクノロシ］分野の研究においてナノファイバーがその中核を担う材料として注目されている。

　ナノファイバーはそのサイズ効果により、マイクロサイズの繊維では発現し得なかった機能や特性が期

　待できるため、ナノファイバーの製造および利用開発が精力的に進められている。

　近年では地球上で最も豊富に存在するバイオマスであるセルロースおよびキチンがナノファイバーの原

　料として注目されている。セルロ』スやキチンはナノサイズの繊維が集合し、緻密な階層構造を経て複

　雑な組織体へと展開していく。このことはマクロな構造を解きほぐすことにより、微細な繊維に分解で

　きることを示唆している。本稿ではカニやエビの殻の緻密な造形に着目し、このコンセプトに基づいて

　作成された、キチン質のナノファイバーの単離技術およびその利用開発について紹介する。

2）カニ、エビ殻から単離されるキチンナノファイバー

　　キチンとは什アセチルグルコサミンが直鎖状に連なった多糖類であり、セルロースと類似した化学構

　造を有する。キチンは地球上に広く存在し、例えばカニやエビの殼、昆虫類の外皮、あるいは、カビ、

　キノコ、藻類の細胞壁を形成する構造材料としての役割を果たす。年間合成量は地球上で最も豊富なバ

　イオマスであるセルロースに匹敵する1×1011トンとも推定されている。カニやエビの殻にはおおよそ、

　20～30％程度のキチンが含まれており、その構造はナノファイバーが階層的に組織化された極めて緻密

　な高次構造で構成されている。よって、適切な処理によってカニやエビ殻を構成するキチンをナノレベ

　ルにまでダウンサイジングできる。

　キチンナノファイバーの調製は次の操作により行う。カニ殻に含まれる炭酸カルシウム、タンパク質、

　脂質、色素を順次取り除きキチンを得る。精製したキチンに酢酸を添力口した後、グラインダーを用いて

　繊維の微細化を行う。解繊したキチンは幅がわずか10～20㎜と極めて細く、均質であり、非常にアス

　ペクト比の高いナノファイバーであるエ）。キチンナノファイバーの調製において、酢酸の添加が重要な

　鍵となる。すなわち、キチンは什アセチルグルコサミンが直鎖状に配列した化学構造をしているが、わ

　ずかにグルコサミン単位が含まれている。グルコサミンのアミノ基は酸性条件下でカチオン化され、繊

　椎間で電荷による反発力を生じるため、解繊処理をする際に解繊効率が向上する2〕。なお、解繊の効率

　化には酢酸以外の有機酸も利用可能である。

　この「アミノ基のカチオン化に伴う反発力」を利用して、精製済みの市販されている乾燥キチンから手

　軽にキチンナノファイバーに変換することも可能である3）。一般にセルロースナノファイバーの調製に

　おいては、水素結合に伴うナノファイバー間の強固な凝集を避けるため、一連の製造工程を未乾燥で進

　めることが必須とされる。しかしながら、この制約は工程が煩雑になり、コスト高に繋がるため事業化

　において不利である。一方、キチンの場合は電荷による反発力を利用して市販の乾燥キチンから速やか

　にナノファイバーを製造可能である。また、この反発力を利用することによって、グラインダ』よりも

　安価で負荷の小さい高速ブレンダーを用いてナノファイバーに解繊することも可能である。4）

　なお、カニ以外の様々な生物の外皮、例えばブラックタイガー、廿エビ、クルマエビなど一般的に食さ

　れるエビの殻からも同様の形状のナノファイバーが単離できることが確かめられている5）。また、最近で

　は菌類に分類される多彩なキノコの細胞壁からもキチンナノファイバーが得られることが見出され始め

　ている。

3）キチンナノファイバーで補強した透明フレキシブルフィルムの開発

　　キチンナノファイバーは無数のキチン分子が並列に東になった伸びきり鎖結晶であるため、分子レベ

　ルでの構造的な欠陥が少なく、強度、弾性率、熱膨張、耐熱性などに優れている。よって、キチンナノ

　ファイバーの形状と優れた物性を効果的に活かすためには、補強用のナノフイラーとしての利用が有効

　である。そこで、キチンナノファイバーを補強繊維として用いたプラスチックフィルムの開発が進めら

　れている。キチンナノファイバー補強プラスチックはシート状に成形したナノファイバーにアクリル系

　のモノマーを含浸した後、重合し作成される。得られるキチンナノファイバー複合プラスチックフィル

　ムは補強効果によりフレキシブルであり、また、鱗佳含有率が50％以上であるにも関わらず非常に透明

　であった。これはナノファイバーのサイズ効果に他ならない。すなわち、補強繊維のサイズが可視光の

　波長（およそ400～800nm）よりも十分に小さいと、繊維とプラスチックの界面において光の散乱が生じ
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　にくくなる。キチンナノファイバーは繊維径が10～20nmであり、可視光の波長よりも十分に小さい。

　よって、屈折率を厳密に合わせなくても高い透明性を発現することができる。副よって、キチンナノフ

　ァイバーを透明複合化した場合、様々な屈折率を持つ樹脂を用いても高い透明性を保持することができ

　る（図4）。この透明材料の重要な特徴として熱膨張が挙げられる。キチンナノファイバーは伸びきり鎖

　結晶の繊佳であるため、低熱膨張である。補強用フィラーとして用いることにより、プラスチックに透

　明性とフレキシビリティを維持したまま低熱膨張性を付与することができる。本実験で使用したアグリ

　ル系樹脂の熱膨張率は100ppm／K以上であったが、キチンナノファイバー不織布の熱膨張率はわずか

　10ppm／K以下であるため、その繊佳補強効果により、ナノフアイバ』が樹脂の熱膨張を抑え込み、十数

　ppm／Kまで低減させることが可能であった。本知見は汎用的なプラスチックの熱膨張を大幅に抑制するこ

　とができるため、長年の課題を克服するための大きな足掛かりになると考えている。

4）キチンナノファイバーの生体機能

　　キチンは生体への親和性が高く生体内で代謝され、創傷治癒、抗炎症作用など多彩な生体機能が報告

　されている。キチンナノファイバーは粘性の分散液として得られるため、生体への機能性の評価が容易

　であり、優れた効果が見出されている。例えば、キチンナノファイバーの分散液をヘアレスマウスの皮

　膚に塗布したところ、わずか8時間で上皮の厚みおよび膠原繊維（コラーゲン）の面積率が大幅に増大

　した。

5）おわりに

　　近年、キチンはようやくバイオマスとしての重要性が認識される機運が高まっており、地球上で大量

　に利用可能な最後のバイオマスと言われている。しかしながらその量に見合った有効な利用法は末だ見

　出されていない。その大きな要因の一つとして、キチンが水に対して不溶であり、加工性に乏しいこと

　が挙げられる。キチンナノファイバーはキチンがナノレベルで均質に分散しており、用途に応じて様々

　な形状に加工することができる。本成果によりカニやエビが紡きだすキチンナノファイバーをありのま

　まの形で、簡単かつ大量に単離できることになった。これもひとえに生物だからこそ作り得る緻密な造

　形の賜であろう。キチンナノファイバーは工業的なキチン製造法と大きな違いは無いため、事業化は比

　較的容易と考える。また、キチンは生体に対する様々な特性が多数報告されている。ナノファイバーの

　持つ莫大な表面積と優れた物性、分散性はキチンの潜在的な機能を効果的に引き出すことができると考

　えている。今後、ナノ新素材、繊維、製紙、化成品、医療、医薬、食品など、多方面の分野においてキ

　チンナノファイバーの特徴を活かした有効な用途が続々と見出されると期待している。

参考文献

1）S1冊㎞，MNogl，KAbe，MYoshloka，M　Mo㎜oto，H　Salomoto，HYano，β脳卿mol，10．1584（2009）

2）YF…㎜，TSalto，AIsoga1，蜘。c”omo’，9．1919（2008）

3）S．I血㎞，M．Nogi，K　M．怖shioka，M．Mo㎡moto，H．Yano，H．Saimoto，㈱鰍一，81，134（2010）．

4）M．I．Shams，S，I血ku，M．Nogi，T0㎞，H－Yano，ノ〃五P伽．ノ．，102，325（2011）．

5）S．I趾u，M．Nogi，K．Abe，M．Yoshioka，M．Mohmoto，H．Saimoto，H．Yano，Gorろ。ゐ沙戸。J　m．，84，762（2011）．

6）M．Nogi，etal、，ノ〃五P伽皿ムeκ，87．243110（2005）．

（3）バイオマス・物質変換のためのマイクロ波高度利用共同研究

研究代表者　篠原真毅

生存圏研究所では研究所に特徴的なプロジェクト型共同研究を支援するため、フラッグシップ共同研究を

立ち上げ、公募により3件を採択した。フラッグシップ共同研究は、従来中核研究部などで個別に実施し

ていたプロジェクト型共同研究を、可視化・研究支援することを主な目的とする。その一つが本共同研究

である。本共同研究の目的はマイクロ波プロセスを応用した木質バイオマスからのバイオエタノール、バ

イオケミカルス生成の高効率化、及び無機系の材料創生のマイクロ波プロセスの開発である。本フラグシ

ップ共同研究は、生存圏研究所の特色を生かし、マイクロ波工学と化学研究者、及び物質構造解析の研究
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者が参加することにより、マイクロ波プロセッシング科学の発展と応用技術開発を目指す。マイクロ波プ

ロセスを応用した木質バイオマスからのバイオエタノールはNED0「バイオマスエネルギー高効率転換技術

開発／バイオマスエネルギー先導技術研究開発」に採択され、バイオエタノール量産化のための効率・コス

ト・環境影響の評価等を行い、バイオエタノールの量産に向けて研究を発展させている。また、これまで

の研究実績が認められ、平成21年度にはr先進素材開発解析システム（Analysis　and　Development　System

for　Advanced　Materials，ADAM）」研究設備が認められた（図1）。マイクロ波アプリケータ、様々な周波数

対応の大電力マイクロ波発生装置、マイクロ波測定装置、質量分析器、有機用／無機用の2種類の電子顕微

鏡等で構成された本システムを用いた研究は生存圏研究所のフラグシップ研究としての大きな特色であり、

今後の全国共同利用化への展開と共同研究の発展が期待できる。

A高度マイクロ波加熱応用及び解析サブシステム

1．マイクロ波信号発生器1台

2．14GHz帯650W進行波管増幅器1台
3．2．45GHz帯1kWマグネトロン発振器1台

4．5．8GHz帯600Wマグネトロン発振器1台

5，800MHz～2．7GHz帯250W
　　GaN半導体増幅器1台
6．アフりケーク1台

7．スペクトラムアナライザ1台

B超高分解能有機分析サブシステム
1．質量分析機（FT－lCR－MS）1台

C高分解能多元構造解析システム
1．無機用電界放出形電子顕微鏡

　（200kVFE－TEM）1台
2．有機用透過電子顕微鏡（120kV　TEM）1台

図1：先進素材開発解析システムの代表的な設備

バイオマス・物質変換のためのマイクロ波高度利用共同研究に関する調査報告書

研究代表者：篠原真毅（生存圏研究所生存圏電波応用分野）

報告者：篠原真毅
調査日：平成23年度

（調査結果）

本共同研究の目的はマイクロ波プロセスを応用した木質バイオマスからのバイオエタノール、バイオケミ

カルス生成の高効率化、及び無機系の材料創生のマイクロ波プロセスの開発である。本共同研究は、生存

圏研究所の特色を生かし、マイクロ波工学と化学研究者、及び物質構造解析の研究者が参加することによ

り、マイクロ波プロセッシング科学の発展と応用技術開発を目指す。

今年度は

1）2011年1月28日（金）東京工業大学大岡山キャンパス

　第4回日本電磁波エネルギー応用学会研究会・見学会

2）2011年2月22日（火）富士電波工機株式会社

　マイクロ波加熱装置工場見学・研究打ち合わせ
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3）2011年2月23，24目（水，木）核融合科学研究所

　マイクロ波加熱応用に関するフィージビリティ実験および打ち合わせ　　　（出張者：三谷友彦）

を行った。その結果、1）ではマイクロ波製鉄に関する最新研究現状の知見を得、同時に東工大研究グルー

プとの共同研究提案についても打ち合わせを行うことが出来た。2）では最新マイクロ波加熱装置に関する

知見を得ることが出来、本フラグシップ共同研究への研究還元を行うことが出来る見込みである。また

3）では核融合研との共同実験によりマイクロ波加熱に関する新発見の萌芽が得られた（特許出願見込みの

ため未公表）。今後本調査研究で得られた、または推進した協力関係を今後さらに発展させ、フラグシッ

フ共同研究を推進していく予定である。

2．6生存圏科学の新領域開拓研究

　古来、生物の生存環境は太陽放射エネルギーを基に、自然界の絶妙なバランスのもとで形成された大気

圏によって保護されてきた。しかし、人類の産業活動の増大により、我々が棲息する空間（圏）には大き

な変化が生じてきており、ときとして人の健康や安心・安全な生活の維持に悪影響を及ぼしている。例え

ば、輸送手段の広域・高速化に伴し＼ウィルス・菌類が広汎かつ迅速に蔓延している。さらに地球温暖化

にともない、これらの地域分布も変化しつつある。一方、居住空間にも多種多様な人工物が組み込まれ、

人はその抽出物が混ざった空気を呼吸している。」見透明な大気は、自然界からの太陽放射に加えて、人

工的に発射される電磁波で満たされている。さらに、人工的に排出されるガス等により大気質（大気微量

成分の組成）が急速に変化している。我々はこれらの状況を鑑み、「生存圏科学の新領域開拓」を目指して、

健康で安心・安全な人類の生存環境を構築することを主題にした以下の共同研究を開始した。

11　バイオマス由来の生体防御物質

2、　木質住環境と健康

3、　電磁場の生体影響

4．　大気質と安心・安全

これらの4課題のうち、「バイオマス由来の生体防御物質」については、平成22年度より学内措置経費を

利用して、本学ウイルス研究所、秋田県立大学などと竹酢液・木酢液の抗ウイルス活性に関する共同研究

を開始した。また、他の3課題についても、特別経費を用いて平成23年度から共同研究を本格実施する

が、それに先立ち、平成22年度に「バイオマス由来の生体防御物質」とともに、以下のように調査研究

を実施した。

（1）バイオマス系生理活性有機分子に関する調査研究

研究代表者：渡辺隆司（生存圏研究所バイオマス変換分野）

報　告　者＝西村裕志（生存圏学際萌芽研究センター）

調査日：平成23年2月15日～3月19目
（調査結果）

　本研究課題では、未利用バイオマスにおいて、生理活性物質をはじめとする高機能性有用成分としての

ポテンシャルを探ることにより、バイオ燃料やバイオマテリアルのみならず、人々の健康の増進や安全な

生活に貢献する新しい生存圏科学の創生を目指している。特に本年度は、木炭、竹炭生産の副産物である

木酢液、竹酢液に着目し、この成分分析および抗ウイルス性を中心とした生理活性評価を行っている。本

調査では、メルクマニュアル18版（日経BP杜）により薬効成分に関する基礎知見を収集するとともに、ウ

イルス・細菌と感染症がわかる（吉開泰信編、手土杜）、抗ウイルス自然免疫応答（細胞工学、秀潤杜）によ

一2ユ5一



り、ウイルスに関する基礎的な知見を得、植物抽出成分の特性とその利用（谷田貝光克著、八十」出版）、

炭・木竹酢液の用語辞典（谷田貝光克著、フラグランスジャーナル社）により木竹酢液、および抽出成分の

情報を調査した。その他、化合物分析法、ウイルス対策、既知の生理活性物質に関する情報について専門

書籍により調査を実施した。

　ウイルスは、核酸（DNA，RNA）と殻（カプシド）からなり、一部のウイルスはエンベロープをもつ。口跡疫ウ

イルスの場合、最も小さいピコルナ科ウイルスであり直径30m程度、エンベロープは持たない。口蹄疫

ウイルス（F㎜V）には7つの型があるが、昨年来問題になっているのはO型であり、感染カが強く藁に付着

したウイルスは夏で4週、冬で9週生存するといわれている。以上の点から、木竹酢液による消毒、予防

効果の検証として、マウスを用いた動物試験の際にゲージ内敷物への木竹酢液噴霧による効果の検証が重

要であると認識した。

木竹酢液については、原料、製法により含有成分が異なるが、日本炭窯木酢液協会（JEWA）、木竹酢液認証

協議会によって品質管理、認証が行われている。国内生産量は木酢液2323kL，竹酢液357kL（H21）であり、

未利用バイオマスとしてのポテンシャルは高いと思われる。

　木竹酢液中の抗ウイルス成分についての知見はほとんどないが、抗ウイルス性の木材抽出物としてシベ

リアモミ（〃プθ∫∫ゴ〃ガ。∂）由来のpolypreno1をエアロゾルにして抗インフルエンザウイルス効果が報告

されている。また、木竹酢液中の熱分解生成物であるシリンゴール（2，6－dimethoxy　pheno1）によるサルモ

ネラ菌への抗菌作用が報告されている。このようにイソプレン骨格やフェノール骨格をもつ化合物が生理

活性候補化合物となる可能性が考えられる。また、木竹酢液中には多種の成分が含まれており、抗菌活性

には複数の化合物による相乗効果が確認されている。以上の点から、抗ウイルス活性画分のスクリーニン

グにおいても、含有成分の分析とともに、複数成分の相乗効果を視野にいれて抗ウイルス活性評価を実施

していく必要性が確認できた。

（2）木質住環境と安全／健康に関する調査研究

研究代表者：」l1井秀一（生存圏研究所循環材料創生分野）

報告者：川井秀」

調査日：平成23年2月15日～3月19日
（調査結果）

　生存環境においては工場の排煙や自動車の排気ガスから排出される窒化酸化物や硫黄酸化物などさまざ

まな大気汚染物質が存在している。住環境に固有の汚染物質として、ホコリやダニのほか、揮発性有機化

合物（Volatile　Organic　Compounds，VOC）が指摘される場合が多い。とくに後者は近年増加が著しい化学

物質過敏症と関係したシックハウス症候群の原因として注目されている、

本研究課題では、各種の文献や書籍、講演会等の報告をもとに、木質居住空間におけるシックハウス症候

群に関わる課題、健康住宅に関する調査を実施した。

　住宅では床下から防腐防蟻剤、内装／家具下地材に使われるパーティクルボードや合板からホルムアルデ

ヒド、また表面仕上げ塗装剤からトルエンやキシレン、カーペットからは防カビ剤、畳からは防ダニ剤な

ど、さまざまなVOCが室内空気質を劣化させる要因となっている。厚生労働省では、ホルムアルデヒド，

アセトアルデヒド，トルエン、キシレン，エチルベンゼンなど主たる13品目について濃度の指針値を定め

ているほか、TVOCとして総量規制がなされている。

　TVOCには針葉樹材中に含まれる抽出成分としてよく知られているαピネンなどのテルペン類も含まれて

おり、森林浴など人の健康に資すると思われるVOCをも含むので、これらの関係について明快な論理を求
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める声も強い。

　上述のように伐採された木材が、その材形成の基である樹木と同様に、VOCを放出する反面、二酸化窒

素（N02）、オゾン（03）などの大気汚染物質やホルムアルデヒドなどの室内空気汚染物質を吸着除去し、

室内環境の改善に役立つことはあまり知られていない。木造建造物の内部では二酸化窒素、オゾン等が外

気よりも70～90％減少し、その現象が1，250年前の東大寺正倉院のヒノキ材校倉やスギ材唐櫃の内部でも

観察されている。木造建造物内の環境は、文化財の保存だけではなく、人間の居住空間としても適切と考

えられる。

　筆者らの研究グループも、スギ材の二酸化窒素、オゾン、ホルムアルデヒドなどの空気質汚染物質の浄

化機能について調べた結果、1）スギ心材に大気汚染物質を浄化する能力が高し＼2）木口面において効

果が大きい、3）含水率の影響が顕著であることなどを見いだし、スギ材の空気質浄化に関する諸条件と

この機能を活かした加工技術や内装建材への適用について検討している。

　以上のように、木質居住空間と空気質、さらには人間の健康や安全との関係についてはまだ不明の点が

多いが、今後木質科学、大気化学、環境医学・生理学・疫学にまたがる学際分野の発展が健康維持増進す

る住空間の創出に向けた貢献が期待される。

（3）電磁場の生体影響に関する調査研究

研究代表者：篠原真毅（生存圏研究所生存圏電波応用分野）

報　舎者：宮越順二（生存圏研究所生存圏電波応用分野）

調査場所・研究者：東北大学大学院医工学研究科・松木英俊教授

調査日：平成23年1月18日～19目
（調査結果）

　新領域開拓研究における、本サブプロジェクトの主たる研究テーマは、現在ならびに近い将来に予想され

る、生活環境における電磁場の生体への影響を探り、評価するものである。すでに我々の生活環境では、

医療、通信、送電、運輸などで多種多様な電磁場があふれている。世界保健機関（WHO）も電磁場の専

門プロジェクトを立ち上げ、健康への影響研究を各国に推奨している。

本サブプロジェクトでは、近い将来に実用化が迫っている、無線エネルギー伝送に着目し、その技術応用

から発生する電磁場の生体影響を研究・評価することを計画している。

今回は、医工学分野における生体の電磁場応答研究調査として、東北大学大学院医工学研究科・松木英敏

教授を訪ねた。この研究グル』プは、すでにワイヤレス給電技術の開発とその医療や交通への応用をいち

早く進めている。非接触エネルギー伝送の利用として、家電ではテレビ、パソコン、デジタルカメラ、携

帯電話など、医療では人工心臓、ぺ一スメーカ、除細動器、人工内耳など、交通産業界では電気自動車、

電気バス、LRTなどへの電力供給がすでに試験段階に入っている。非接触電力伝送方式としては、遠方

界でマイクロ波伝送方式、近傍界で電磁誘導方式、磁界共鳴方式などが有望視されている。近傍界の実用

化に向けては、伝送距離、伝送電力量、装置重量など、解決しなければならない技術的問題がかなり残さ

れている。さらに、その」方で、無線エネルギー伝送空間でのヒトヘの健康影響、安全性については、ほ

とんど研究されていないのが現状である。法的な電磁場の基準としては、わが国を含めて、国際非電離放

射線防護委員会（I　CN　I　R　P）のガイドラインを参考にしている国々が多い。しかしながら、I　CN　I

R　Pのガイドラインを遵守しつつ、上述のワイヤレス給電技術を実用化するには、現状、きわめて困難な

ことも事実である。

　このような背景から、ワイヤレス給電の技術的改良を行い、実用化が可能な開発を進めることが重要であ

る。さらに、このような技術開発と同時に、無線エネルギー伝送空間でのヒトヘの安全性を評価すること

は不可欠で、ヒトの健康を守ることもきわめて重要な研究である。この研究調査結果として、電磁場の生

体影響を主題とした本サブプロジェクトの目標を達成することが、近い将来の無線エネルギー伝送の実用

化に向けて大きく貢献するものであることを強く認識した。
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（4）大気質と安全・安心に関する調査研究

研究代表者：高橋けんし（生存圏研究所・大気圏環境情報分野）

報告者：高橋けん
調査場所：生存圏研㎜観測所（滋賀県甲賀市信楽町）

調査目：平成22年10月23日～11月6目および平成23年3月16目～20目
　（調査結果）

　大気環境中における微量物質（ガス、エアロゾル）の量や組成の時問的・空間的変動は、気候変動に代表

される地球システムの環境改変と深く結びついていると考えられている。大気質変動における生物起源物

質の役割を明らかにすることは、iLEAPSやIGBP等の国際的なフレームワークにおける重要なkey　issue

として認識されつつある。本新領域開拓研究では、フィールド観測や室内実験によって、大気圏・森林圏・

人間生活圏に跨る微量物質の動態把握を目指している。

我々は、フィールド観測のサイト侯補地としてMU観測所を選定し、現地調査と初期観測を実施した。同

観測所は周辺の植生のほとんどがアカマツであり、標高は410mである。植生起源物質の一次放出と、滋賀

県や大阪方面から輸送される人為起源物質とが相互作用していると期待される興味深いサイトである。今

回の調査の結果、対流圏下層のエアロゾル・震計測が可能な3波長偏光ミー・ラマンライダー、小型水蒸

気ライダーの設置が完了しており、現在、観測を実施していることを確認した。また、上記の調査期間中

に集中観測を試験的に実施し、興味深いデータを得ることに成功した。この集中観測期間中には、MU観測

所としては初めて、エアロゾル、オゾン、二酸化硫黄、窒素酸化物（NO，N0。）の化学成分を連続計測できる

機器を持ち込んで同時運用した。地上観測機器は、同観測所の三階スペースに設置した。大気の連続サン

プリングを行うために、PFA樹脂チューブを用いたサンプリングポートを建物屋上に設置した。また、名古

屋大学太陽地球環境研究所との協同により、エアロゾル消散係数を地上で連続計測できるレーザーキャビ

ティーリングダウン分光計測装置を併設し、光学特性に関する詳細なデータを取得した。これらの地上観

測データと、ライダーや気象観測のデータとの比較検討を行った。

　データ解析は現在も進行中であるが、初期解析結果として、自由対流圏から地上への気塊の流入が数時

間程度の時間スケールで起こっている様子をライダーから捉えられたのと同時に、地上のオゾン混合比変

動からもトレースすることに成功した。これは、地上で観測される微量物質の動態把握のためには、混合

層の動的挙動の理解が不可欠であることを示す直接的事例である。従前より我が国で実施されている大気

質の地上モニタリングは、面的な配置こそ幅広く展開されているが、地上付近の鉛直分布とその変化を探

る研究は行われていない。本調査により、地上における大気質変動の理解のためには、鉛直・地上同期観

測が非常に有用であることが強く示唆された。

2．7平成22年度オープンセミナー

回 開催月日 演　　　　者 題　　　　　　　　　　目
参加者

数

肥塚崇男

114 16日 （京都大学生存圏研究所・ 植物が香りを作り出す仕組みと生存圏科学への応用 30

ミッション専攻研究員）
6月

”d．”ahabubur　Rahman

115 23日 （京都大学生存圏研究所・ 分子育種による熱帯アカシアの材質改良 15

ミッション専攻研究員）

疋島　充
地球放射線帯におけるコーラス放射の生成と粒子ダイナミ

116 7月 14日 （京都大学生存圏研究所・ 16

クスヘの寄与
ミッション専攻研究員）
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中谷　誠

117 21日 （京都大学生存圏研究所・ 施工性と審美性1こ優れた木質ラーメン構造の開発 23

ミッション専攻研究員）
7月

王　　悦
木材における液体流動の経路を開こう

118 28日 （京都大学生存圏研究所・ 27

一堂孔の破壊を中心に一
ミッション専攻研究員）

三谷　友彦
宇宙太陽発電に関するよくある疑問と回答

119 8日 （京都大学生存圏研究所・ 23

一塊き鳥にさせないために一
助教〕

片平　正人

（京都大学エネルギー理工学
超高感度N”Rによるタンパク質と木質バイオマスの構造生

120 15日 27

物学
研究所・教授）

9月
山根悠介

（常葉学園大学教育学部・
東南アジア・南アジア域1＝おける大気環境診断パラメータデ

121 22日 9

一夕ベースの構築
講師）

本田　与一

（京都大学生存圏研究所・
白色腐朽菌によるリグニン生分解系の分子メカニズム解明

122 29日 25

1：おける新規研究手法の開発
准教授）

植物で自動車を創る
矢野浩之

123 13日 一生存圏フラッグシップ共同研究　“バイオナノマテリアル’’ 38

（京都大学生存圏研究所・教授）
の紹介一

西　憲敬
124 10月 20日 熱帯域上部対流圏循環の構造 18

（京都大学理学研究科・助教）

篠原　真毅

125 27日 （京都大学生存圏研究所・ バイオマス・物質変換のためのマイクロ波高度末11用共同研究 30

教授）

荻田　信二郎

126 η日 （富山県立大学工学部 植物細胞培養　一その確立と応用一 18

准教授）

11月
岸本　久太郎

127 24日 （（独）農業・食品産業技術 植物はなぜ青臭い？ 14

総合研究機構・究員）

田淵　敦士

128 12月 8日 （京都府立大学生命環境科学 里山保全ツールとしての建築」直葺民家の修理を通じて 20

研究科・講師）

西村　裕志
木竹酢液の成分分析と生理活性評価

129 12日 （京都大学生存圏研究所・ 34

一折ウイルス活性を中心として一
ミッション専攻研究員〕

1月

池田武文
樹木の樹勢判定

130 19日 （京都府立大学生命環境科学 11

一水分整理の視点から一
研究科・教授）

参加者数合計 378
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2．8　「生存圏ミッションシンポジウム」の開催

　　　　（東北地方太平洋沖地震により6月に延期）

　　　　　　　　　　　　　　　第175回　生存日シンポジウム

　　　　　　　　　　　　　　　　生存園ミッションシンポジウム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プログラム

6月15日（水）　（生存圏研究所木質ホール3階）

13100　　挨　拶　　津田敏隆（京都大学生存圏研究所　所長）

【生存圏研究所ミッション活動紹介】

13110　　ミッション1＝環境計測・地球再生

　　　　　　　r木材腐朽担子菌のシュウ酸輸送タンパク質」

　　　　　　　　　　　　　　　　服部武文（京都大学生存圏研究所）

13：22　　　　「超高感度レーザー分光法を用いた大気圏一森林圏ガス交換フラックスの

　　　　　　　　長期観測」

　　　　　　　　　　　　　　　　高橋けんし（京都大学生存圏研究所）

13：34　　ミッション2：太陽エネルギー変換・利用

　　　　　　　r直パルス通勤口熱による急速熱分解法」

　　　　　　　　　　　　　　　　畑　俊充（京都大学生存圏研究所）

13：46　　　　「シロアリのフンを利用した水素ガスの効率的生産」

　　　　　　　　　　　　　　　　吉村　剛（京都大学生存圏研究所）

13：58　　ミッション3：宇宙環境・利用

　　　　　　　「超小型プラズマ波動観測装置」

　　　　　　　　　　　　　　　　小嶋浩嗣（京都大学生存圏研究所）

14：10　　　　r地球内部磁気圏における電磁イオンサイクロトロントリカード放射」

　　　　　　　　　　　　　　　　小路真史（京都大学生存圏研究所）

14：22　　ミッション4：循環型資源・材料開発

　　　　　　　「クエン酸を用いた新しい接着技術の開発」

　　　　　　　　　　　　　　　　梅村研二（京都大学生存圏研究所）

14：34　　　　「生活圏を支える木質構造物における生物劣化の評価のための一考察」

　　　　　　　　　　　　　　　　森　拓郎（京都大学生存圏研究所）

【平成22年度ミッション専攻研究員　研究紹介】

15：00　　「植物揮発性化合物を利用した環境変動予測と環境ストレス耐性植物の開発」

　　　　　　　　　　　　　肥塚崇男

15：15　　　　　　「Improvement　of　Wood　Characteri　st　i　cs　of　Tropi　ca1　／c∂cノ∂by　Mol　ecular

　　　　　　Breeding」

　　　　　　　　　　　　　Md．Mahabubur　Rahman

15：30　　「磁気圏放射線帯でのトリガード放射生成に関する計算機シミュレーション」

　　　　　　　　　　　　　疋島　充

15：45　　r壁孔壁充填様式の変動が木材浸透性の改善に与える影響」

　　　　　　　　　　　　　王　悦
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16：00　　rラクスクリューボルトの傾斜埋め込み接合法の開発」

　　　　　　　　　　　　　　中谷　誠

【生存圏科学の新領域開拓共同研究　紹介】

16：25　　「概要紹介」

　　　　　　　　　　　　　　渡辺隆司（京都大学生存圏研究所）

16130　　「木酢液・竹酢液の成分分析と抗ウイルス活性評価」

　　　　　　　　　　　　　　西村裕志

【生存圏フラッグシップ共同研究　紹介】

16145　　　「熱帯産業林の持続的生産利用に関する多角総合的共同研究」

　　　　　　　　　　　　　　　　　梅澤俊明（京都大学生存圏研究所）

17：00　　　「バイオナノマテリアル共同研究」

　　　　　　　　　　　　　　　　　矢野浩之（京都大学生存圏研究所）

17115　　　rバイオマス・物質変換のためのマイクロ波高度利用共同研究」

　　　　　　　　　　　　　　　　篠原真毅（京都大学生存圏研究所）

17：50　　　ポスター発表・交流会（宇治おうばくプラザ2階

　　　　　　　　　　萌芽研究　　　　　　16件

　　　　　　　　　　ミッション研究　　　20件

　　　　　　　　　　ミッション専攻研究員　6件

ハイブリッドスペース）

6月16日（木） （生存圏研究所木質ホール3階）

【開放型研究推進部共同利用専門委員会　活動紹介】

9130　　㎜レーダー

　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　　山本衛（京都大学生存圏研究所）

9：35　　　　　　　「対流圏の3次元超多チャンネルイメージング」

　　　　　　　　　　　　　　　　西村耕司（情報システム研究機構・新領域融合研究センター）

9：55　　先端電波科学計算機実験装置（A一㎜K）

　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　　大村善治（京都大学生存圏研究所）

10：00　　マイクロ波エネルギー伝送実験装置（METL細／SPSLAB）

　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　　篠原真毅（京都大学生存圏研究所）

10：05　　　　　　「排熱機能付アンテナの熱特性評価」

　　　　　　　　　　　　小澤雄一郎（（株）IHIエアロスペース）

10：25　　赤道大気レーダー（EAR）

　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　橋口浩之（京都大学生存圏研究所）

ユO：30　　木質材料実験棟

　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　森拓郎（京都大学生存圏研究所）
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10135　　　　　　r木口挿入型接合具を用いた木材接合法の設計法の検討」

　　　　　　　　　　　　田中　圭　　（大分大学工学部）

10：55　　居住圏劣化生物飼育棟（DOL）／生活・森林圏シミュレーションフィールド（LSF）

　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　角田邦夫（京都大学生存圏研究所）

11100　　持続可能生存圏開拓診断（DASH）／森林バイオマス評価分析システム（FBAS）

　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　矢崎一史（京都大学生存圏研究所）

11：05　　　　　　r組換えダイズによる機能性ペプチド生産技術の開発」

　　　　　　　　　　　　丸山伸之（京都大学大学院農学研究科）

11：25　　　生存圏データベース

　　　　　　　　　　「活動報告」

　　　　　　　　　　　　塩谷雅人（京都大学生存圏研究所）

11130　　　　　　　「関西・北陸地域における木質文化財の樹種識別調査」

　　　　　　　　　　　　田鶴寿弥子（京都大学生存圏研究所）

11150　　　先進素材開発解析システム

　　　　　　　　　「活動予定紹介」

　　　　　　　　　　　　渡辺隆司（京都大学生存圏研究所）

3　共同研究集会

　生存圏の正しい理解と問題解決のために、環境計測・地球再生、太陽エネルギー変換・利用、宇宙環境・

利用、循環型資源・材料開発をミッションとし、ミッションと深く関わる研究テーマについて、全国・国

際レベルでプロジェクト研究を展開するとともに、公開シンポジウムを積極的に開催して成果を社会に発

信する。

本年度のシンポジウム実施状況

本年度は第149回から第170回、第ユ73回の生存圏シンポジウムを開催（※東目本大震災の影響により4件

開催延期、1開催中止）した。23件のうち、生存圏研究所の全国共同利用の展開と研究所ミッションの推

進に関連した専門委員会主催のシンポジウムが7件である。残りの16件は生存圏科学研究の関連分野にお

ける萌芽的研究に関するテーマや生存圏プロジェクトに関連の深いテーマについて全国の研究者が集中的

に討議する「公募型シンポジウム」である。また、国際会議も2件（第152，156回の2件、参加人数208

人）を数える。参加人数は1379名であった。

生存圏シンポジウム

回 開催目（開催場所） シンポジウムタイトル

平成22年6月16－17日

第149回 （京都大学宇治おうばくプラザ／ CAWSES－nキックオフシンポジウム

セミナー室1）

第五50回
平成22年5月25日 第1回生存圏フラッグシップンポジウム

（生存研／木質ホール） 環境を考慮したバイオマス資源の確保戦略

第151回
平成22年6月1目
（生存研／セミナー室…525）

DASH／FBAS全国共同利用成果報告会一第1回一
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平成22年6月10－12日 生存圏科学スクール2010：持続的生存圏の構築に向けて

第152回 （インドネシア・ジョグジャカル Humanosphere　Sc　i　ence　Schoo1　2010　（HSS2010）：

タ市／ガジャマダ大学） Towards　Establishment　of　Sustainable　H㎜anosphere

第153回
平成22年8月6目
（生存研／木質ホール）

宇宙生存環境学の開拓

平成22年8月16－17日

第154回 （情報・システム研究機構国立極
メタ情報のデータベースを利用した分野横断型地球科学研

地研究所／2F大会議室）
完の進展

平成22年11月17目

第155回 （京都大学宇治おうばくプラザ／
第7回神木会シンポジウム

セミナー室1）
木質構造に関する最新研究成果発表・討論会

平成22年9月2－3日
（京都大学宇治おうばくプラザ／

MUレーダー25周年記念国際シンポジウム

第156回
きはだホ』ル、バイブリッドスペ

Internat　ional　Sympos　ium　on　the25th　Anniversary　of　the

一ス）
MU　Radar

平成22年9月1－2目

第157回 （京都大学宇治おうばくプラザ／ 第4回赤道大気レーダーシンポジウム

きはだホール）

平成22年11月19日

第158回 （京都大学宇治おうばくプラザ／
視覚と化学物質による植物の相互作用：発信と受容のメカ

セミナー室4，5）
ニズム

平成22年12月11日

第159回 （京都大学宇治おうばくプラザ／ 第3回生存圏フォーラム総会

きはだホール）

平成22年12月20目

第160回 （京都大学宇治おうばくプラザ／
第3回宇宙環境・利用シンポジウム

セミナー室4，5）
「太陽活動と地球・惑星大気」

平成23年2月4日

第161回 （京都大学宇治おうばくプラザ／
熱帯大規模人工林における木材劣化生物の多様性評価と持

セミナー室4，5）
続的管理の提案

平成23年2月5目

第162回 （京都大学宇治おうばくプラザ／ 木の文化と科学　X

きはだホ』ル）

平成23年1月20目 第7回持続的生存圏創成のためのエネルギー循環シンポジ

第163回 （京都大学宇治キャンパス／総合 ウムー太陽光発電、マイクロ波応用、バイオマス変換のマ

実験棟CB207） ルチリンクに向けて一

平成23年2月17日
第！64回 （京都大学化学研究所／共同研究 リグノセルロ』ス超分子構造をどうやって見るか

棟大セミナー室）

平成23年2月20目 第6回南アジアの自然環境と人間活動に関する研究集会

第165回 （京都大学防災研究所／大会議室 インド亜大陸北東部、アッサム、メガラヤ、バンクラディ

D！518） シュの自然災害と人間活動

平成23年2月21日
第166回 （京都大学宇治キャンパス／共通

居住圏劣化生物飼育棟（DOL）／生活・森林圏シュミレーショ

会議室CB207）
ンフィールド（LSF）全国・国際共同利用研究成果報告会
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第167回
平成23年3月7目
（生存研／木質ホール）

第10回宇宙太陽発電と無線電力伝送に関する研究会

平成23年3月7－8日

第168回
（京都大学宇治おうばくプラザ／ 平成22年度　RISH電波科学計算機実験シンポジウム（㎜K

セミナー室1，2，バイブリッドス シンポジウム

ぺ一ス）

第169回
平成23年3月9－10日 SGEPSS波動分科会　r宇宙プラズマと航空宇宙工学との接

（生存研／木質ホール） 点」

平成23年3月10目

第170回 （京都大学宇治おうばくプラザ／
第6回バイオ材料プロジェクト「セルロースナノファイバ

きはだホール）
一最前線」

第173回
平成23年3月23目
（生存研／木質ホール）

生存圏におけるきのこの多様な働き
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